
紙面構成の都合により、本ページ余白 



Ⅴ 重点プロジェクト事業
反映結果一覧

◆各重点プロジェクト事業評価調書に記載した「評価の反映結果」
を簡潔に表記して一覧として作成しました。

◆各重点プロジェクト事業の反映結果事項について、平成31年度
予算案にどのように反映したか、を表しています。

金額については、評価対象となった平成29年度の事業予算額に
対して、平成31年度予算案ではどのように計上したか、を表記
しています。

※ただし、指標の改善についての反映結果は、予算案には影響がな
いことから、この一覧には記載していません。
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

1
幼
児
教
育
推
進
事
業
・
家

庭
教
育
推
進
事
務

改
善
・

変
更

①
運
動
遊
び
に
つ
い
て
、
各
区
立
園

の
取
組
み
を
確
認
し
検
証
し
て
い

く
。

②
「
あ
だ
ち
幼
保
小
接
続
期
カ
リ

キ
ュ
ラ
ム
」
作
成
に
向
け
検
討
を
進

め
て
お
り
、
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
評
価
に

つ
い
て
は
大
学
と
の
連
携
が
可
能
か

を
検
討
し
て
い
く
。

③
早
寝
早
起
き
朝
ご
は
ん
カ
レ
ン

ダ
ー
の
取
り
組
み
拡
大
に
向
け
、
年

間
カ
レ
ン
ダ
ー
に
加
え
て
短
期
の

チ
ェ
ッ
ク
ブ
ッ
ク
を
作
成
し
、
選
択

で
き
る
よ
う
に
し
た
。
チ
ェ
ッ
ク

ブ
ッ
ク
に
は
、
運
動
に
関
す
る
項
目

も
追
加
し
た
。
ま
た
、
子
育
て
に
悩

み
が
あ
る
家
庭
に
は
、
園
や
相
談
窓

口
で
相
談
に
の
る
な
ど
フ
ォ
ロ
ー
体

制
を
作
っ
て
い
く
。

①
体
力
測
定
用
テ
ニ
ス
ボ
ー
ル
購

入
経
費
を
予
算
計
上

②
③
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

①
2
9
年
度
：
\
0
　
⇒
 
3
1
年
度
：
\
3
8
,
8
8
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
6
0
0
円
×
2
缶
×
3
0
園
×
1
.
0
8
）

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
0

2
9

2
学
力
向
上
対
策
推
進
事
業

（
小
学
校
の
基
礎
学
力
対

策
）

改
善
・

変
更

①
Ｍ
Ｉ
Ｍ
（
多
層
指
導
モ
デ
ル
）

は
、
定
期
的
な
教
員
研
修
で
指
導
の

徹
底
を
図
る
ほ
か
、
優
れ
た
実
践
を

発
信
・
共
有
す
る
仕
組
み
を
検
討
し

て
い
く
。

②
各
学
校
に
お
け
る
サ
マ
ー
ス
ク
ー

ル
は
、
各
校
の
課
題
に
応
じ
、
教
科

や
対
象
学
年
な
ど
狙
い
を
絞
っ
て
取

り
組
ま
れ
て
い
る
。
各
校
で
の
実
施

状
況
を
把
握
し
な
が
ら
、
取
組
み
の

さ
ら
な
る
徹
底
に
よ
り
、
児
童
の
学

力
の
底
上
げ
を
図
っ
て
い
く
。

③
区
の
イ
メ
ー
ジ
向
上
に
加
え
、
家

庭
・
地
域
の
理
解
、
協
力
を
得
る
た

め
に
も
、
各
種
媒
体
を
活
用
し
、
情

報
発
信
し
て
い
く
。

①
～
③
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

3
1

Ⅴ
　
重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
　
反
映
結
果
一
覧

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

Ⅴ　重点プロジェクト事業　反映結果一覧
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

3
学
力
向
上
対
策
推
進
事
業

（
中
学
校
の
基
礎
学
力
対

策
）

改
善
・

変
更

①
教
員
の
授
業
力
向
上
と
と
も
に
、

本
事
業
に
よ
り
個
々
の
つ
ま
ず
き
解

消
を
図
る
こ
と
で
、
学
習
意
欲
を
高

め
な
が
ら
今
後
も
基
礎
学
力
の
定
着

徹
底
を
目
指
し
て
い
く
。

②
委
託
事
業
は
、
事
業
者
間
で
の
差

が
な
い
実
施
に
向
け
て
均
衡
化
に
努

め
て
い
く
。

①
②
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

3
3

4
学
力
向
上
対
策
推
進
事
業

（
学
習
・
生
活
支
援
の
人

材
配
置
）

現
状
維
持

①
そ
だ
ち
指
導
で
は
、
こ
れ
ま
で
の

成
果
を
活
か
し
た
研
修
等
を
通
じ
て

指
導
の
質
を
高
め
、
結
果
に
つ
な
げ

て
い
く
。

②
雇
用
継
続
で
は
、
各
種
休
暇
の
活

用
や
勤
務
割
振
の
見
直
し
な
ど
、
柔

軟
に
調
整
を
図
り
、
指
導
員
を
支
援

し
て
い
く
。

③
指
導
員
確
保
で
は
、
教
員
等
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
活
用
、
大
学
へ
の
声

か
け
、
広
報
や
区
Ｈ
Ｐ
で
の
募
集
に

加
え
、
⑤
に
よ
る
情
報
発
信
等
の
工

夫
を
織
り
交
ぜ
な
が
ら
、
多
様
な
人

材
の
確
保
に
努
め
て
い
く
。

④
情
報
の
共
有
で
は
、
学
校
管
理
職

を
核
と
し
た
学
校
内
の
各
職
非
常
勤

職
員
の
密
な
連
携
体
制
を
構
築
で
き

る
よ
う
、
各
学
校
に
促
し
て
い
く
。

⑤
本
事
業
の
Ｐ
Ｒ
で
は
、
事
業
の
有

効
性
の
周
知
な
ど
今
後
も
各
種
媒
体

を
活
用
し
た
情
報
発
信
を
行
っ
て
い

く
。

 
①
～
⑤
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

3
5

Ⅴ　重点プロジェクト事業　反映結果一覧
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

5
学
力
向
上
対
策
推
進
事
業

（
教
員
の
授
業
力
向
上
）

現
状
維
持

①
教
科
指
導
専
門
員
の
指
導
回
数

は
、
指
標
と
し
て
目
標
値
は
定
め
て

い
る
が
、
教
員
一
人
ひ
と
り
の
実
態

を
把
握
し
な
が
ら
、
指
導
状
況
を
見

極
め
て
い
く
。

②
ノ
ウ
ハ
ウ
や
経
験
値
の
共
有
に
つ

い
て
は
、
教
科
指
導
専
門
員
に
よ
る

指
導
・
助
言
だ
け
で
な
く
、
研
究
授

業
の
活
性
化
な
ど
、
教
員
同
士
が
授

業
を
見
せ
合
い
、
力
を
磨
き
合
う
環

境
を
整
え
な
が
ら
、
授
業
力
の
さ
ら

な
る
向
上
に
努
め
て
い
く
。

①
②
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

3
7

6
発
達
支
援
児
に
対
す
る
事

業
の
推
進

改
善
・

変
更

①
つ
な
ぎ
の
ツ
ー
ル
と
し
て
の
改
善

　
・
チ
ュ
ー
リ
ッ
プ
シ
ー
ト
の

 
 
 
 
大
改
訂

　
・
集
団
生
活
体
験
の
実
施
成
果
の

 
 
 
 
分
析

②
発
達
支
援
委
員
会
で
の
情
報
連
携

 
 
の
検
討

①
②
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
な
し

3
9

7
不
登
校
対
策
支
援
事
業

拡
充

①
学
校
外
で
の
学
習
機
会
の
確
保

　
・
竹
の
塚
地
区
に
お
け
る

 
 
 
 
チ
ャ
レ
ン
ジ
学
級
の
新
規
開
設

　
・
不
登
校
児
童
生
徒
の
居
場
所

 
 
 
 
支
援

②
登
校
サ
ポ
ー
タ
ー
の
Ｈ
Ｐ
や
学
校

 
 
で
の
募
集
用
チ
ラ
シ
作
成

①
・
チ
ャ
レ
ン
ジ
学
級
運
営
経
費

　
・
居
場
所
支
援
委
託
費

②
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

①
・
チ
ャ
レ
ン
ジ
学
級
運
営
経
費

　
2
9
年
度
：
\
9
,
7
3
0
,
0
0
0
　
⇒
 
3
1
年
度
：
\
3
0
,
1
3
5
,
0
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
1
0
,
9
7
7
,
0
0
0
(
補
正
含
む
）

・
居
場
所
支
援
委
託
費

　
2
9
年
度
：
\
0
　
⇒
 
3
1
年
度
：
\
1
4
,
7
2
5
,
0
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
5
,
4
2
5
,
0
0
0
(
補
正
予
算
）

4
1

Ⅴ　重点プロジェクト事業　反映結果一覧
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

8
小
・
中
学
校
給
食
業
務
運

営
事
業
（
お
い
し
い
給
食

の
推
進
）

現
状
維
持

①
給
食
の
と
き
に
自
ら
一
番
は
じ
め

に
野
菜
か
ら
食
べ
る
子
ど
も
の
割
合

を
高
め
る
た
め
、
教
員
が
率
先
し
て

実
践
す
る
よ
う
全
校
の
食
育
リ
ー

ダ
ー
が
参
加
す
る
研
修
会
な
ど
で
周

知
を
図
っ
て
い
く
。

②
2
9
年
度
モ
デ
ル
実
施
し
た
行
動
計

画
書
の
結
果
を
食
育
や
家
庭
科
の
担

当
教
員
な
ど
と
一
緒
に
分
析
を
行

い
、
成
果
が
上
が
っ
て
い
る
学
校
の

方
法
を
抽
出
し
、
他
校
に
情
報
提
供

し
て
い
く
。

①
②
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

4
3

9
放
課
後
子
ど
も
教
室
推
進

事
業

拡
充

①
ス
タ
ッ
フ
の
待
遇
面
の
改
善
や
人

材
確
保
、
事
業
の
P
R
や
効
果
測
定
の

具
体
化

②
全
校
で
の
全
学
年
実
施

③
学
校
図
書
館
の
全
日
開
放

④
ス
タ
ッ
フ
の
や
り
が
い
や
喜
び
が

充
足
さ
れ
る
よ
う
な
意
見
交
換
な
ど

の
取
組
み

⑤
大
学
生
ス
タ
ッ
フ
の
取
り
入
れ

①
ス
タ
ッ
フ
謝
礼
単
価
を
9
0
0
円
か

ら
9
8
0
円
に
変
更
す
る
(
委
託
料
の

増
)
。

②
～
⑤
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

①
2
9
年
度
：
\
1
9
7
,
9
2
3
,
0
0
0
　
⇒
 
3
1
年
度
：
\
2
2
0
,
3
0
6
,
0
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
1
9
7
,
9
2
3
,
0
0
0

4
5

1
0
こ
ど
も
未
来
創
造
館
事
業

改
善
・

変
更

①
指
定
管
理
者
変
更
時
の
引
継
ぎ
に

つ
い
て
事
前
準
備
を
し
っ
か
り
と

行
っ
て
い
く
。

②
職
業
体
験
イ
ベ
ン
ト
や
が
ん
ば
る

ウ
ォ
ー
ル
の
平
日
開
放
な
ど
新
た
な

試
み
を
実
施
し
て
い
く
。

①
②
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

4
7

Ⅴ　重点プロジェクト事業　反映結果一覧
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

1
1
自
然
教
室
事
業
・
体
験
学

習
推
進
事
業

① 現
状
維
持

② 改
善

【
自
然
教
室
事
業
】

①
体
験
活
動
内
容
の
更
な
る
向
上
を

図
る
。

【
体
験
学
習
推
進
事
業
】

②
各
課
の
体
験
事
業
を
「
体
験
チ
ャ

レ
ン
ジ
Ｂ
Ｏ
Ｏ
Ｋ
」
と
し
て
一
冊
に

ま
と
め
、
区
内
全
小
中
学
校
や
区
施

設
へ
配
布
し
、
体
験
の
大
切
さ
を
伝

え
、
体
験
事
業
へ
の
参
加
を
促
し

た
。

【
自
然
教
室
事
業
】

予
算
へ
の
反
映
は
無
し

【
体
験
学
習
推
進
事
業
】

体
験
チ
ャ
レ
ン
ジ
ブ
ッ
ク
の
予
算

を
拡
充

【
体
験
学
習
推
進
事
業
】

②
2
9
年
度
：
\
0
　
⇒
 
3
1
年
度
：
\
4
,
2
8
8
,
0
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
1
,
5
4
4
,
0
0
0

4
9

1
2
待
機
児
童
解
消
の
推
進

拡
充

【
保
育
士
支
援
制
度
の
広
報
活
動
】

①
民
間
保
育
園
連
合
会
と
東
京
未
来

大
学
共
催
の
就
職
相
談
会
へ
の
参
加

②
支
援
策
P
R
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
を
全
国

の
保
育
士
養
成
校
6
0
0
校
に
配
布

③
区
内
保
育
士
養
成
校
が
高
校
生
へ

の
生
徒
募
集
の
際
に
、
「
H
O
I
K
U
」
チ

ラ
シ
に
よ
る
足
立
区
の
P
R
を
依
頼

【
保
育
士
離
職
率
の
上
昇
防
止
】

④
子
ど
も
施
設
指
導
・
支
援
担
当
課

に
よ
る
研
修
の
実
施
。
ワ
ー
ク
ラ
イ

フ
バ
ラ
ン
ス
表
彰
へ
の
受
賞
勧
奨
。

⑤
私
立
保
育
園
保
育
士
、
家
庭
的
保

育
事
業
者
へ
の
永
年
勤
続
表
彰
実
施

①
～
④
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

⑤
永
年
勤
続
表
彰
に
関
す
る
経
費

⑤
2
9
年
度
：
\
0
　
⇒
 
3
1
年
度
：
\
7
,
6
5
4
,
0
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
0

5
1
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

1
3
学
童
保
育
室
運
営
事
業

拡
充

①
学
童
保
育
室
職
員
の
資
質
の
向
上

を
図
る
研
修
を
実
施
し
て
い
く
。

②
次
年
度
の
入
室
申
請
時
に
お
い

て
、
申
請
児
童
の
保
育
園
（
新
１
年

生
）
及
び
小
学
校
別
の
申
請
件
数
の

調
査
・
分
析
業
務
を
追
加
す
る
。

③
需
要
増
が
見
込
ま
れ
る
千
寿
学
童

保
育
室
の
定
員
を
増
員
し
た
。

①
②
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

③
に
つ
い
て
は
、
定
員
増
（
2
0

名
）
に
係
る
指
定
管
理
委
託
料
を

計
上
し
た
。

③
千
寿
学
童
保
育
室
の
定
員
増
分
（
3
0
→
5
0
名
）

2
9
年
度
：
\
0
（
新
規
開
設
の
た
め
）

　
　
　
　
⇒
3
1
年
度
：
\
7
0
7
,
0
0
0
(
定
員
2
0
名
増
分
）

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
0
（
定
員
増
な
し
）

5
3

1
4

あ
だ
ち
ス
マ
イ
ル
マ
マ
＆

エ
ン
ジ
ェ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
（
A
S
M
A
P
）
の
推
進
事

業
（
妊
産
婦
支
援
事
業
、

こ
ん
に
ち
は
赤
ち
ゃ
ん
訪

問
事
業
、
3
～
4
か
月
児
健

診
事
業
）

拡
充

①
祖
父
母
等
も
参
加
で
き
る
こ
と
を

妊
娠
届
出
時
の
チ
ラ
シ
等
で
周
知

し
、
フ
ァ
ミ
リ
ー
学
級
の
参
加
率
向

上
を
図
る
。

②
Ａ
Ｓ
Ｍ
Ａ
Ｐ
事
業
を
区
内
外
へ
ア

ピ
ー
ル
す
る
た
め
、
Ｈ
Ｐ
の
改
善
や

学
会
で
の
発
表
を
行
う
。
ま
た
ポ
ス

タ
ー
を
作
成
し
、
関
係
機
関
へ
配
布

す
る
。

③
虐
待
防
止
に
つ
い
て
、
関
係
機
関

と
更
な
る
連
携
を
図
る
た
め
、
引
き

続
き
「
Ａ
Ｓ
Ｍ
Ａ
Ｐ
関
係
機
関
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
連
絡
会
議
」
を
開
催
し
、

事
例
検
討
を
実
施
す
る
。

①
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

②
ポ
ス
タ
ー
作
成
経
費
を
計
上
す

る
。

③
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

②
2
9
年
度
：
\
0
　
⇒
 
3
1
年
度
：
\
1
2
0
,
4
5
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
0

5
5

1
5
子
育
て
サ
ロ
ン
事
業

拡
充

①
多
国
籍
の
子
育
て
交
流
イ
ベ
ン
ト

の
実
施

②
Ｓ
Ｎ
Ｓ
で
の
情
報
発
信
の
拡
充

①
②
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

5
7
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

1
6
養
育
困
難
改
善
事
業
（
児

童
虐
待
対
策
等
）

現
状
維
持

①
衛
生
部
と
連
携
し
て
い
る
保
護
者

向
け
メ
ー
ル
配
信
事
業
に
よ
る
子
育

て
講
座
の
Ｐ
Ｒ
を
開
始
し
た
。

②
学
校
の
保
護
者
会
や
地
域
・
企
業

の
研
修
会
等
へ
区
の
職
員
が
出
張

し
、
体
罰
や
暴
言
に
よ
ら
な
い
養
育

の
推
進
・
啓
発
の
た
め
の
「
出
前
講

座
」
を
開
始
す
る
。

③
「
児
童
虐
待
予
防
・
養
育
支
援
マ

ニ
ュ
ア
ル
」
の
抜
粋
版
の
作
成
・
配

布
を
行
う
。

①
②
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

③
「
児
童
虐
待
予
防
・
養
育
支
援

マ
ニ
ュ
ア
ル
」
抜
粋
版
の
作
成
経

費

③
2
9
年
度
：
\
0
　
⇒
 
3
1
年
度
：
\
1
7
3
,
2
5
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
0

5
9

1
7
ひ
と
り
親
家
庭
総
合
支
援

事
業

現
状
維
持

事
業
周
知
に
つ
い
て
、
イ
ベ
ン
ト
へ

の
参
加
や
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
実
施
に
よ

り
豆
の
木
メ
ー
ル
の
登
録
者
を
増
や

し
て
い
く
と
と
も
に
、
福
祉
事
務
所

や
保
育
園
等
ひ
と
り
親
家
庭
と
直
接

関
わ
り
の
あ
る
課
に
も
協
力
を
依
頼

す
る
等
し
、
支
援
が
必
要
な
人
に
確

実
に
情
報
が
届
く
よ
う
さ
ら
な
る
工

夫
に
努
め
て
い
く
。

予
算
へ
の
反
映
は
無
し

6
1

1
8
文
化
・
読
書
・
ス
ポ
ー
ツ

活
動
協
創
推
進
事
業

拡
充

①
お
は
じ
き
サ
ッ
カ
ー
の
認
知
度
向

上
の
た
め
の
Ｐ
Ｒ
活
動
及
び
体
験
の

場
の
拡
充
を
目
的
と
し
た
全
学
習
セ

ン
タ
ー
で
の
事
業
展
開
を
検
討
し
て

い
く
。

②
ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
若
い

世
代
へ
の
啓
発
に
つ
い
て
は
、
効
果

的
な
ア
プ
ロ
ー
チ
等
を
含
め
、
地
域

の
方
々
を
含
め
た
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

に
お
い
て
検
討
し
て
い
く
。

①
お
は
じ
き
サ
ッ
カ
ー
を
全
１
４

学
習
セ
ン
タ
ー
へ
展
開
予
定

②
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

①
2
9
年
度
：
\
7
8
9
,
0
0
0
　
⇒
　
3
1
年
度
：
\
4
,
1
6
2
,
0
0
0

　
　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
7
8
9
,
0
0
0

6
3
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

1
9
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ

ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
レ
ガ
シ
ー

創
出
事
業

拡
充

①
区
の
レ
ガ
シ
ー
と
し
て
、
「
2
0
2
0

そ
の
先
の
あ
だ
ち
へ
」
を
テ
ー
マ
に

各
部
関
連
事
業
を
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事

業
と
し
て
取
り
ま
と
め
、
区
民
に
わ

か
り
や
す
く
公
表
し
て
い
く
。

②
オ
ラ
ン
ダ
連
携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に

つ
い
て
は
、
映
像
資
料
を
全
小
・
中

学
校
に
配
付
す
る
と
と
も
に
、
ケ
ー

ブ
ル
テ
レ
ビ
で
の
放
映
を
予
定
し
て

い
る
。
ま
た
、
3
1
年
度
は
シ
ン
ポ
ジ

ウ
ム
を
開
催
し
、
全
区
展
開
を
推
進

す
る
。

③
総
合
型
地
域
ク
ラ
ブ
に
つ
い
て

は
、
障
が
い
者
も
参
加
で
き
る
プ
ロ

グ
ラ
ム
や
方
法
等
を
検
討
し
、
ス

ポ
ー
ツ
推
進
委
員
の
ほ
か
障
が
い
者

施
設
や
区
ス
ポ
ー
ツ
施
設
と
の
連
携

を
図
っ
て
い
く
。

①
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

②
「
オ
ラ
ン
ダ
連
携
事
業
広
報
番

組
の
制
作
お
よ
び
放
送
業
務
委

託
」
及
び
「
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
事

業
」
に
係
る
委
託
料
を
予
算
に
計

上 ③
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

②
2
9
年
度
：
\
3
,
0
0
0
,
0
0
0
　
⇒
 
3
1
年
度
：
\
5
,
0
0
0
,
0
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
3
,
0
0
0
,
0
0
0

6
5

2
0
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ

ン
ス
の
推
進
事
業

拡
充

①
W
L
B
認

定
制

度
に

つ
い

て
、

中
小

・
零

細
企

業
が

取
り

組
め

る
よ

う
な

仕
組

み
と

な
る

よ
う

優
遇

サ
ー

ビ
ス

の
再

検
討

も
含

め
た

抜
本

的
見

直
し

に
着

手
し

て
い

る
。

②
区

内
企

業
分

析
か

ら
企

業
ニ

ー
ズ

を
取

り
入

れ
る

と
同

時
に

、
企

業
の

負
担

感
の

軽
減

を
図

り
、

小
規

模
・

零
細

企
業

に
も

取
り

組
み

や
す

い
制

度
を

構
築

中
で

あ
る

。
目

標
値

は
制

度
構

築
と

あ
わ

せ
て

検
討

す
る

。

③
企

業
へ

は
、

企
業

向
け

郵
送

料
を

増
額

し
、

関
係

団
体

の
協

力
を

得
な

が
ら

チ
ラ

シ
な

ど
の

配
付

や
会

合
な

ど
で

制
度

周
知

を
行

っ
て

い
く

。
あ

わ
せ

て
、

就
職

活
動

中
の

個
人

に
対

し
て

も
、

大
学

や
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
と

の
連

携
を

強
化

し
周

知
し

て
い

く
。

④
関

連
す

る
講

座
や

イ
ベ

ン
ト

、
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
、

S
N
S
な

ど
の

媒
体

を
駆

使
し

、
W
L
B
推

進
事

業
全

般
に

つ
い

て
普

及
啓

発
を

強
化

し
意

識
の

底
上

げ
を

図
っ

て
い

く
。

①
②
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

③
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
、
認
定
企
業
募

集
チ
ラ
シ
の
内
容
充
実
の
た
め
増

額 企
業
あ
て
周
知
強
化
に
よ
る
郵
送

料
の
増
額

④
イ
ク
メ
ン
フ
ォ
ト
募
集
チ
ラ
シ

増
額
。
イ
ベ
ン
ト
開
催
経
費
等
は

継
続
実
施
の
た
め
予
算
へ
の
反
映

は
無
し

③
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
、

チ
ラ

シ
　

2
9
年

度
：

\
3
8
8
,
8
0
0
　

⇒
　

3
1
年

度
：

\
6
3
1
,
4
0
0

 
 
 
 
 
 
 
【

参
考

】
3
0
年

度
：

\
3
8
8
,
8
0
0

　
企

業
向

け
郵

送
料

（
新

規
）

　
2
9
年

度
：

\
0
　

　
　

　
⇒

　
3
1
年

度
:
\
2
3
9
,
3
0
0

 
 
 
　

　
【

参
考

】
3
0
年

度
:
\
0

④
2
9
年

度
：

\
0
　

⇒
　

3
1
年

度
：

\
2
5
8
,
8
3
0

　
　

　
 
【

参
考

】
3
0
年

度
：

\
0

6
7
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

2
1
ビ
ュ
ー
テ
ィ
フ
ル
・
ウ
ィ

ン
ド
ウ
ズ
運
動
（
地
域
防

犯
力
の
向
上
）

拡
充

①
自
転
車
盗
対
策
と
し
て
、
無
施
錠

の
多
い
1
0
代
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
し
た

啓
発
活
動
を
行
っ
て
い
く
。

②
特
殊
詐
欺
被
害
防
止
を
強
化
す
る

た
め
、
自
動
通
話
録
音
機
の
無
償
貸

与
、
携
帯
電
話
抑
止
装
置
の
設
置
等

の
対
策
を
推
進
し
て
い
く
。

③
侵
入
盗
対
策
と
し
て
イ
ン
タ
ー
ホ

ン
カ
メ
ラ
の
無
償
貸
与
を
行
う
等
、

対
策
を
強
化
し
て
い
く
。

④
体
感
治
安
の
向
上
を
図
る
た
め
、

見
せ
る
防
犯
活
動
を
強
化
し
て
い

く
。

①
警
察
と
の
連
携
に
よ
る
啓
発
強

化
で
対
応
す
る
た
め
、
予
算
へ
の

反
映
は
無
し

②
前
年
度
同
様
、
自
動
通
話
録
音

機
1
0
0
0
台
（
2
0
0
台
増
）
の
購
入
費

用
、
金
融
機
関
Ａ
Ｔ
Ｍ
へ
の
携
帯

電
話
抑
止
装
置
の
設
置
費
用
を
予

算
に
反
映
し
た
。

③
イ
ン
タ
ー
ホ
ン
カ
メ
ラ
（
1
5
0

台
）
の
予
算
編
成
、
警
察
と
の
協

働
に
よ
る
侵
入
盗
対
策
を
継
続
実

施
す
る
た
め
、
予
算
へ
の
反
映
は

無
し

④
視
覚
効
果
と
機
動
性
が
高
い
区

内
防
犯
パ
ト
ロ
ー
ル
（
青
パ
ト
）

の
活
動
を
強
化
す
る
た
め
、
2
4
時

間
3
6
5
日
運
行
へ
予
算
額
を
増
額
し

た
。

②
2
9
年
度
：
\
5
,
1
8
4
,
0
0
0
 
⇒
 
3
1
年
度
：
\
1
2
,
1
0
0
,
0
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
5
,
1
8
4
,
0
0
0

　
自
動
通
話
録
音
機

　
　
2
9
年
度
：
\
5
,
1
8
4
,
0
0
0
（
8
0
0
台
）

　
　
3
0
年
度
：
\
5
,
1
8
4
,
0
0
0
（
8
0
0
台
）

　
　
3
1
年
度
：
\
6
,
6
0
0
,
0
0
0
（
1
,
0
0
0
台
）

　
携
帯
電
話
抑
止
装
置
【
新
規
】

　
　
3
1
年
度
：
\
5
,
5
0
0
,
0
0
0
（
1
0
箇
所
）

④
2
9
年
度
：
\
3
6
,
2
0
5
,
9
2
0
 
⇒
 
3
1
年
度
：
\
1
1
0
,
4
4
5
,
9
3
6

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
5
5
,
5
0
3
,
3
6
0

　
青
パ
ト
委
託

　
　
2
9
年
度
：
\
3
6
,
2
0
5
,
9
2
0
（
2
9
0
日
、
2
1
～
5
時
、
4
台
）

　
　
3
0
年
度
：
\
5
5
,
5
0
3
,
3
6
0
（
3
6
5
日
、
2
1
～
5
時
、
4
台
）

　
　
3
1
年
度
：
\
1
1
0
,
4
4
5
,
9
3
6
（
2
4
時
間
3
6
5
日
、
8
台
）

6
9
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

2
2
生
活
環
境
保
全
対
策
事
業

（
ご
み
屋
敷
、
不
法
投

棄
、
放
置
自
転
車
対
策
）

拡
充

【
ご
み
屋
敷
対
策
】
(
拡
充
)

　
発
生
年
度
の
古
い
ご
み
屋
敷
事
案

の
解
決
に
向
け
て
、
条
例
に
基
づ
く

「
支
援
」
「
代
執
行
」
を
検
討
す

る
。

【
不
法
投
棄
対
策
】
(
拡
充
)

　
「
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ

ン
ピ
ッ
ク
競
技
大
会
開
催
の
前
年
が

Ｂ
Ｗ
Ｍ
の
強
化
を
行
う
べ
き
重
要
な

年
」
と
位
置
付
け
、
右
記
の
不
法
投

棄
対
策
に
取
り
組
む
。

【
放
置
自
転
車
対
策
】
(
現
状
維
持
)

 
 
最
低
賃
金
の
上
昇
や
消
費
税
の
増

税
に
よ
り
、
委
託
費
が
増
大
し
て
い

る
が
、
不
用
な
看
板
作
成
を
減
ら

し
、
事
業
費
全
体
の
増
大
を
抑
制
し

て
い
く
。

【
ご
み
屋
敷
対
策
】
(
新
規
追
加
)

・
代
執
行
に
よ
る
ご
み
処
理
等
委

託 【
不
法
投
棄
対
策
】
(
新
規
追
加
)

①
町
会
・
自
治
会
向
け
の
防
止

シ
ー
ル
を
作
成
し
、
掲
示
板
等
に

貼
付
す
る
こ
と
で
不
法
投
棄
の
早

期
発
見
、
早
期
対
応
に
努
め
る
。

②
通
報
協
力
員
に
メ
ー
ル
マ
ガ
ジ

ン
を
発
送
し
、
制
度
説
明
や
不
法

投
棄
の
最
新
情
報
等
の
提
供
と
、

新
た
に
落
書
き
1
1
0
番
へ
の
協
力
も

お
願
い
し
て
い
く
。

③
窓
口
で
貸
与
し
て
い
る
防
止
看

板
に
加
え
、
新
た
に
防
犯
カ
メ
ラ

型
セ
ン
サ
ー
ラ
イ
ト
を
貸
与
す
る

こ
と
に
よ
り
不
法
投
棄
防
止
効
果

を
更
に
高
め
る
。

④
民
有
地
の
落
書
き
を
消
去
す
る

事
業
を
開
始
す
る
。

【
放
置
自
転
車
対
策
】

自
転
車
の
放
置
対
策
事
業
の
印
刷

製
本
費
の
減
。

【
ご
み
屋
敷
対
策
】

・
代
執
行
に
よ
る
ご
み
処
理
等
委
託
（
新
規
）

　
2
9
年
度
：
\
0
　
⇒
　
3
1
年
度
：
\
3
0
0
,
0
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
0

【
不
法
投
棄
対
策
】

①
町
会
･
自
治
会
向
け
防
止
シ
ー
ル
作
成

　
2
9
年
度
：
\
0
　
⇒
　
3
1
年
度
：
\
2
,
7
0
0
,
0
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
0

②
不
法
投
棄
通
報
協
力
員
へ
の
刊
行
物
発
送

　
2
9
年
度
：
\
0
　
⇒
　
3
1
年
度
：
\
5
7
6
,
0
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
0

③
窓
口
貸
与
用
防
犯
カ
メ
ラ
型
セ
ン
サ
ー
ラ
イ
ト

　
2
9
年
度
：
\
0
　
⇒
　
3
1
年
度
：
\
8
0
0
,
0
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
0

④
民
有
地
の
落
書
き
消
去
委
託

　
2
9
年
度
：
\
0
　
⇒
　
3
1
年
度
：
\
1
,
0
0
0
,
0
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
0

【
放
置
自
転
車
対
策
】

 
 
2
9
年
度
:
￥
2
,
7
6
9
,
0
0
0
　
⇒
　
3
1
年
度
:
\
2
,
4
5
5
,
0
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
:
\
2
,
5
5
3
,
0
0
0

7
1

2
3

ビ
ュ
ー
テ
ィ
フ
ル
・
ウ
ィ

ン
ド
ウ
ズ
運
動
（
防
犯
ま

ち
づ
く
り
推
進
地
区
認
定

事
業
）

改
善
・

変
更

現
在
運
用
し
て
い
る
防
犯
ま
ち
づ
く

り
推
進
地
区
認
定
制
度
（
要
綱
）
の

改
良
、
個
人
及
び
団
体
な
ど
少
人
数

を
対
象
と
し
た
認
定
制
度
（
要
綱
）

構
築
な
ど
、
防
犯
ま
ち
づ
く
り
事
業

の
大
幅
な
修
正
（
フ
ル
モ
デ
ル
チ
ェ

ン
ジ
）
を
行
っ
て
い
く
。
ま
た
、
費

用
対
効
果
を
考
慮
し
多
く
の
方
へ
防

犯
ま
ち
づ
く
り
の
周
知
を
行
う
方
策

の
検
討
を
進
め
て
い
く
。

防
犯
設
計
タ
ウ
ン
認
定
制
度
（
要

綱
）
は
、
開
発
関
係
所
管
と
連
携
し

適
切
な
時
期
に
合
わ
せ
て
、
パ
ン
フ

レ
ッ
ト
及
び
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
周

知
す
る
。

予
算
へ
の
反
映
は
無
し
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

2
4
ビ
ュ
ー
テ
ィ
フ
ル
・
ウ
ィ

ン
ド
ウ
ズ
運
動
（
美
化
推

進
事
業
）

現
状
維
持

竹
ノ
塚
駅
東
口
の
ご
み
量
増
加
に

つ
い
て
は
、
ポ
ケ
ッ
ト
テ
ィ
ッ
シ
ュ

配
付
に
よ
る
啓
発
活
動
を
実
施
。
商

店
街
の
店
舗
に
一
店
舗
ず
つ
回
り
美

化
活
動
の
協
力
を
依
頼
す
る
。

②
「
ビ
ュ
ー
坊
プ
レ
ー
ト
」
の
認
知

度
に
つ
い
て
は
、
「
線
で
見
せ
る
」

こ
と
、
配
布
方
法
・
場
所
の
再
検

討
、
プ
レ
ー
ト
に
事
業
趣
旨
を
追
加

印
刷
す
る
こ
と
を
実
施
す
る
。

③
美
化
活
動
を
広
く
紹
介
す
る
こ

と
、
啓
発
グ
ッ
ズ
を
身
に
着
け
活
動

す
る
姿
を
見
せ
る
こ
と
で
「
自
分
も

何
か
始
め
よ
う
」
と
い
う
気
持
ち
に

さ
せ
、
協
創
に
結
び
付
け
る
。

～
③
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

7
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

2
5
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
の
推
進

（
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
削

減
）

改
善
・

変
更

①
省
エ
ネ
・
創
エ
ネ
各
種
補
助
金
制

度
に
つ
い
て
は
、
あ
だ
ち
広
報
、
Ｓ

Ｎ
Ｓ
等
で
区
民
ニ
ー
ズ
に
適
し
た
積

極
的
な
情
報
発
信
を
行
い
、
関
係
業

界
団
体
や
区
内
量
販
店
に
対
し
て
も

更
な
る
認
知
の
向
上
を
図
る
。

②
省
エ
ネ
に
つ
い
て
は
、
職
員
は
も

と
よ
り
、
区
民
や
事
業
所
等
に
対
す

る
身
近
な
省
エ
ネ
行
動
の
啓
発
を
継

続
し
て
行
っ
て
い
く
。
ま
た
、
太
陽

光
発
電
、
蓄
電
池
、
家
庭
用
燃
料
電

池
な
ど
の
創
エ
ネ
分
野
も
需
要
に
合

わ
せ
た
補
助
金
内
容
に
変
更
す
る
こ

と
で
、
多
様
な
手
段
に
よ
る
C
O
2
削
減

を
行
っ
て
い
く
。

①
補

助
金

制
度

周
知

に
つ

い
て

は
、

予
算

へ
の

反
映

は
無

し

②
補

助
金

内
容

　
【

拡
充

】
・

省
エ

ネ
家

電
製

品
購

入
費

補
助

金
（

省
エ

ネ
）

・
省

エ
ネ

リ
フ

ォ
ー

ム
補

助
金

（
省

エ
ネ

）
・

蓄
電

池
・

Ｈ
Ｅ

Ｍ
Ｓ

設
置

費
補

助
金

（
創

エ
ネ

）
・

家
庭

用
燃

料
電

池
シ

ス
テ

ム
設

置
費

補
助

金
（

創
エ

ネ
）

　
【

縮
小

】
・

太
陽

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
シ

ス
テ

ム
設

置
費

補
助

金
（

創
エ

ネ
）

※
平

成
3
1
年

度
よ

り
太

陽
光

発
電

シ
ス

テ
ム

・
太

陽
熱

利
用

シ
ス

テ
ム

を
「

太
陽

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
シ

ス
テ

ム
」

と
一

本
化

し
案

内
す

る
。

・
集

合
住

宅
･
事

業
所

等
Ｌ

Ｅ
Ｄ

照
明

設
置

費
補

助
金

（
省

エ
ネ

）
・

電
気

自
動

車
等

購
入

費
補

助
金

（
省

エ
ネ

）
・

雨
水

タ
ン

ク
設

置
費

補
助

金
（

省
エ

ネ
）

②
補

助
金

内
容

【
拡

充
】

・
省

エ
ネ

家
電

製
品

購
入

費
補

助
金

（
省

エ
ネ

）
2
9
年

度
：

\
3
6
,
0
0
0
,
0
0
0
（

3
,
0
0
0
件

）
⇒

 
3
1
年

度
：

\
4
5
,
6
0
0
,
0
0
0
（

3
,
8
0
0
件

）
【

参
考

】
3
0
年

度
：

\
3
9
,
6
0
0
,
0
0
0
（

3
,
3
0
0
件

）
・

省
エ

ネ
リ

フ
ォ

ー
ム

補
助

金
（

省
エ

ネ
）

2
9
年

度
：

\
6
,
2
5
0
,
0
0
0
（

1
2
5
件

）
⇒

 
3
1
年

度
：

\
8
,
8
6
9
,
0
0
0
（

1
8
0
件

）
※

平
均

補
助

単
価

に
よ

る
積

算
方

法
の

見
直

し
【

参
考

】
3
0
年

度
：

\
7
,
0
0
0
,
0
0
0
（

1
4
0
件

）
・

蓄
電

池
・

Ｈ
Ｅ

Ｍ
Ｓ

設
置

費
補

助
金

（
創

エ
ネ

）
2
9
年

度
：

\
1
,
2
5
0
,
0
0
0
（

2
5
件

）
⇒

 
3
1
年

度
：

\
4
,
0
0
0
,
0
0
0
（

8
0
件

）
【

参
考

】
3
0
年

度
：

\
2
,
5
0
0
,
0
0
0
（

5
0
件

）
・

家
庭

用
燃

料
電

池
シ

ス
テ

ム
設

置
費

補
助

金
（

創
エ

ネ
）

2
9
年

度
：

\
3
,
0
0
0
,
0
0
0
（

6
0
件

）
⇒

 
3
1
年

度
：

\
4
,
0
0
0
,
0
0
0
（

8
0
件

）
【

参
考

】
3
0
年

度
：

\
3
,
0
0
0
,
0
0
0
（

6
0
件

）

　
【

縮
小

】
・

太
陽

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
シ

ス
テ

ム
設

置
費

補
助

金
（

創
エ

ネ
）

2
9
年

度
：

\
3
4
,
6
4
0
,
0
0
0
（

1
3
5
件

）
⇒

 
3
1
年

度
：

\
3
0
,
9
0
0
,
0
0
0
（

1
4
0
件

）
※

平
均

補
助

単
価

に
よ

る
積

算
方

法
の

見
直

し
に

よ
る

予
算

の
減

（
件

数
は

増
）

【
参

考
】

3
0
年

度
：

\
3
2
,
3
4
0
,
0
0
0
（

1
2
5
件

）
・

集
合

住
宅

･
事

業
所

等
Ｌ

Ｅ
Ｄ

照
明

設
置

費
補

助
金

（
省

エ
ネ

）
2
9
年

度
：

\
3
0
,
0
0
0
,
0
0
0
（

1
0
0
件

）
⇒

 
3
1
年

度
：

\
2
1
,
3
8
6
,
0
0
0
（

1
0
0
件

）
※

平
均

補
助

単
価

に
よ

る
積

算
方

法
の

見
直

し
（

件
数

変
更

無
し

）
【

参
考

】
3
0
年

度
：

\
3
0
,
0
0
0
,
0
0
0
（

1
0
0
件

）
・

電
気

自
動

車
等

購
入

費
補

助
金

（
省

エ
ネ

）
2
9
年

度
：

\
9
,
0
0
0
,
0
0
0
（

9
0
件

）
⇒

 
3
1
年

度
：

\
8
,
0
6
0
,
0
0
0
（

8
3
件

）
※

3
0
年

度
の

申
請

状
況

に
よ

る
電

動
バ

イ
ク

の
件

数
減

【
参

考
】

3
0
年

度
：

\
8
,
2
0
0
,
0
0
0
（

9
0
件

）
・

雨
水

タ
ン

ク
設

置
費

補
助

金
（

省
エ

ネ
）

2
9
年

度
：

\
2
2
5
,
0
0
0
（

1
5
件

）
⇒

 
3
1
年

度
：

\
5
0
,
0
0
0
（

5
件

）
※

平
均

補
助

単
価

に
よ

る
積

算
方

法
及

び
実

績
に

よ
る

減
【

参
考

】
3
0
年

度
：

\
2
2
5
,
0
0
0
（

1
5
件

）

7
7

2
6
ご
み
の
減
量
・
資
源
化
の

推
進

拡
充

従
来
の
ご
み
の
組
成
調
査
に
加
え
、

環
境
省
の
調
査
手
順
に
基
づ
き
、
食

材
の
過
剰
除
去
等
の
詳
細
な
調
査
を

実
施
す
る
。

食
品
ロ
ス
量
調
査
を
新
た
に
実
施

す
る
が
、
予
算
の
範
囲
内
で
実
施

可
能
。
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

2
9

介
護
予
防
事
業
（
パ
ー
ク

で
筋
ト
レ
・
ウ
ォ
ー
キ
ン

グ
教
室
、
は
つ
ら
つ
教

室
、
は
じ
め
て
の
ら
く
ら

く
教
室
）

拡
充

①
「
パ
ー
ク
で
筋
ト
レ
」
は
、
参
加

者
増
へ
向
け
た
、
新
規
会
場
開
催
時

に
お
け
る
近
隣
地
域
へ
の
周
知
や
、

各
会
場
に
お
け
る
運
動
内
容
の
マ
ン

ネ
リ
化
解
消
へ
向
け
た
、
『
指
導
者

講
習
会
』
に
お
け
る
有
意
義
な
プ
ロ

グ
ラ
ム
事
例
紹
介
（
指
導
者
間
の
情

報
共
有
）
を
進
め
て
い
く
。

②
「
ウ
ォ
ー
キ
ン
グ
」
に
つ
い
て

は
、
史
跡
め
ぐ
り
を
付
加
価
値
と
し

て
加
え
る
等
、
参
加
者
増
へ
向
け
た

新
た
な
展
開
を
検
討
し
て
い
く
。
ま

た
、
2
9
年
度
試
験
的
に
実
施
し
、
3
0

年
度
よ
り
本
格
実
施
し
た
「
初
心
者

向
け
教
室
」
に
つ
い
て
は
、
そ
の
成

果
を
次
年
度
以
降
へ
反
映
さ
せ
て
い

く
。
加
え
て
、
受
講
者
に
対
し
て
既

存
教
室
を
紹
介
す
る
こ
と
に
よ
り
、

通
年
開
催
の
教
室
へ
の
繋
ぎ
を
図
っ

て
い
く
。

会
場
数
・
回
数
増
に
伴
う
指
導
者

報
酬
及
び
委
託
料
の
増
（
介
護
保

険
特
別
会
計
に
て
計
上
）

2
9
年
度
：
\
1
2
,
8
4
9
,
0
0
0
 
⇒
 
3
1
年
度
：
\
1
4
,
2
2
0
,
0
0
0

【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
1
3
,
2
5
4
,
0
0
0

8
5

3
0
孤
立
ゼ
ロ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

推
進
事
業

現
状
維
持

①
７
０
歳
未
満
の
高
齢
者
に
つ
い
て

は
、
孤
立
ゼ
ロ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
態

調
査
の
対
象
と
す
る
の
で
は
な
く
、

そ
の
方
々
が
地
域
で
活
動
し
生
き
が

い
に
つ
な
が
る
よ
う
、
ア
プ
ロ
ー
チ

方
法
を
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
に

関
わ
る
所
管
と
検
討
し
て
い
く
。

②
「
絆
の
あ
ん
し
ん
協
力
員
」
の
幅

広
い
世
代
の
登
録
に
つ
い
て
は
、
大

学
、
企
業
等
で
の
「
認
知
症
サ
ポ
ー

タ
ー
養
成
講
座
」
と
連
携
し
な
が

ら
、
活
動
内
容
や
必
要
性
を
周
知
し

拡
大
し
て
い
く
。

①
②
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

8
7
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

3
1
生
活
困
窮
者
自
立
支
援
事

業
拡
充

①
要
支
援
者
の
早
期
発
見
・
早
期
支

援
に
つ
な
が
る
よ
う
、
連
携
機
関
・

団
体
の
会
議
の
内
容
・
あ
り
方
の
検

討
を
進
め
る
。

②
連
携
機
関
・
団
体
の
会
議
や
研
修

会
・
学
習
会
に
積
極
的
に
出
向
き

「
通
報
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」

の
説
明
や
、
早
期
発
見
・
早
期
支
援

の
意
義
、
意
識
啓
発
を
行
う
。

③
学
校
卒
業
後
に
就
職
希
望
で
は
あ

る
が
困
難
が
見
込
ま
れ
る
生
徒
に
対

す
る
在
学
中
か
ら
の
就
労
準
備
支
援

や
無
料
の
職
業
紹
介
の
活
用
な
ど
に

よ
る
就
労
、
就
労
後
の
定
着
支
援
を

行
う
。

①
～
③
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

8
9

3
2
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
推
進
事
業

拡
充

①
就
学
前
の
む
し
歯
予
防
対
策
の
強

化
と
し
て
、
新
規
に
「
仕
上
げ
み
が

き
動
画
」
や
「
関
係
機
関
向
け
マ

ニ
ュ
ア
ル
(
改
定
版
)
」
等
を
作
成

し
、
保
護
者
並
び
に
子
ど
も
自
身
の

「
歯
み
が
き
ス
キ
ル
の
向
上
」
の
取

り
組
み
を
開
始
す
る
。

②
簡
易
血
液
検
査
に
つ
い
て
は
、
対

象
を
1
8
～
3
9
歳
の
区
民
に
拡
大
し
、

定
員
を
6
0
0
名
か
ら
1
5
0
0
名
に
増
員
す

る
こ
と
で
、
多
く
の
区
民
に
機
会
を

提
供
す
る
。

①
動
画
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
作
成
経
費

を
新
た
に
計
上
し
た
。

②
定
員
増
に
よ
り
検
査
委
託
料
を

増
額
し
た
。

①
動
画
・
マ
ニ
ュ
ア
ル
作
成
費

　
事
務
事
業
：
歯
科
保
健
活
動
事
業

　
2
9
年
度
：
\
0
　
⇒
 
3
1
年
度
：
\
1
,
1
1
6
,
0
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
0

②
簡
易
血
液
検
査
委
託
料

　
事
務
事
業
：
若
年
者
の
健
康
づ
く
り
事
業

　
2
9
年
度
：
\
0
　
⇒
 
3
1
年
度
：
\
1
0
,
1
9
0
,
0
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
7
,
0
4
4
,
0
0
0

9
1

3
3
健
康
あ
だ
ち
2
1
推
進
事
業

（
糖
尿
病
対
策
）

現
状
維
持

引
き
続
き
、
野
菜
摂
取
量
の
少
な
い

2
0
歳
代
男
性
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
し
た

飲
食
店
や
居
酒
屋
等
の
ベ
ジ
タ
ベ
ラ

イ
フ
協
力
店
新
規
開
拓
委
託
を
行

い
、
野
菜
を
摂
る
習
慣
の
動
機
付
け

を
図
る
。

予
算
へ
の
反
映
は
無
し

9
3
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

3
4
こ
こ
ろ
と
い
の
ち
の
相
談

支
援
事
業

拡
充

 
平
成
3
0
年
度
よ
り
、
若
年
層
へ
の
支

援
と
し
て
、
「
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
・

ゲ
ー
ト
キ
ー
パ
ー
事
業
」
を
開
始
し

た
。

　
相
談
者
の
増
加
に
伴
い
、
区
内
関

係
機
関
へ
繋
ぐ
ケ
ー
ス
も
増
え
て
い

る
た
め
、
相
談
体
制
を
強
化
し
、
引

き
続
き
、
学
校
や
A
S
M
A
P
事
業
等
の
関

係
機
関
と
連
携
し
な
が
ら
、
支
援
を

実
施
し
て
い
く
。

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
・
ゲ
ー
ト
キ
ー

パ
ー
事
業
委
託
に
か
か
る
経
費
を

計
上

2
9
年
度
：
\
0
　
⇒
　
3
1
年
度
：
\
7
,
5
0
0
,
0
0
0

【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
5
,
3
2
8
,
0
0
0

9
5

3
5
防
災
力
向
上
事
業
（
防
災

訓
練
・
防
災
計
画
）

改
善
・

変
更

①
町
会
、
自
治
会
な
ど
の
団
体
に
属

　
さ
な
い
区
民
へ
の
防
災
訓
練
参
加

　
の
啓
発
、
取
組
み
（
よ
り
多
く
の

　
幅
広
い
世
代
の
方
々
へ
普
及
啓
発

　
を
実
施
）

②
Ｈ
Ｐ
の
見
せ
方
を
工
夫

③
夜
間
の
避
難
所
運
営
訓
練
、
避
難

　
所
宿
泊
訓
練
の
実
施

①
～
③
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

9
7
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

3
6

防
災
ま
ち
づ
く
り
事
業
の

推
進
（
密
集
市
街
地
整

備
・
不
燃
化
促
進
・
細
街

路
整
備
）

現
状
維
持

①
【
密
集
事
業
】
ニ
ュ
ー
ス
の
各
戸

配
布
や
拡
幅
対
象
路
線
の
沿
道
住
民

へ
の
戸
別
訪
問
な
ど
で
事
業
の
必
要

性
の
理
解
を
求
め
、
事
業
の
推
進
を

図
る
。

②
【
密
集
事
業
（
不
燃
化
特
区
）
・

不
燃
化
促
進
】
助
成
内
容
が
一
目
で

わ
か
る
周
知
チ
ラ
シ
の
作
成
に
努

め
、
チ
ラ
シ
の
各
戸
配
布
や
あ
だ
ち

広
報
、
区
H
P
等
に
よ
る
積
極
的
な
周

知
、
各
戸
訪
問
や
解
体
・
建
替
え
相

談
会
に
よ
る
対
面
相
談
を
強
化
す

る
。

③
【
細
街
路
整
備
事
業
】
今
後
も
継

続
し
て
申
請
手
続
き
の
見
直
し
や
簡

素
化
に
努
め
る
。
さ
ら
に
、
区
民
の

興
味
を
ひ
く
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
作
成

を
積
極
的
に
進
め
、
周
知
を
図
る
。

①
～
③
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

9
9

3
7
建
築
物
減
災
対
策
事
業

現
状
維
持

①
老
朽
家
屋
の
改
善
困
難
物
件
に
対

し
、
所
有
者
に
向
き
合
い
寄
り
添
っ

た
指
導
を
し
て
い
く
。

②
耐
震
化
率
向
上
に
向
け
不
燃
化
特

区
と
の
連
携
や
民
間
関
係
団
体
と
の

協
働
、
説
明
会
・
相
談
会
や
各
種
イ

ベ
ン
ト
で
の
Ｐ
Ｒ
、
区
広
報
や
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
な
ど
を
活
用
し
た
Ｐ
Ｒ
を

行
っ
て
い
く
。

③
無
接
道
家
屋
の
建
替
え
許
可
に
つ

い
て
は
、
許
可
の
実
績
を
紹
介
す
る

な
ど
し
て
事
業
の
普
及
啓
発
に
努
め

る
と
と
も
に
、
権
利
関
係
の
調
整
困

難
な
物
件
に
対
し
て
は
区
が
関
わ
り

一
軒
一
軒
丁
寧
に
対
応
し
て
い
く
。

①
～
③
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

1
0
1
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

3
8

交
通
環
境
の
改
善
事
業

（
都
市
計
画
道
路
及
び
バ

ス
・
自
転
車
走
行
環
境
の

整
備
）

現
状
維
持

①
都
市
計
画
道
路
等
の
整
備
を
推
進

す
る
た
め
、
地
権
者
個
々
の
事
情
に

配
慮
し
た
補
償
説
明
や
き
め
細
か
い

相
談
等
の
取
り
組
み
を
今
後
も
行

い
、
道
路
用
地
取
得
に
努
め
る
。

②
歩
道
や
車
道
の
整
備
と
と
も
に
無

電
柱
化
も
進
め
て
い
く
。

③
「
（
仮
称
）
自
転
車
安
全
利
用
に

関
す
る
条
例
」
を
策
定
し
、
子
育
て

サ
ロ
ン
等
で
の
交
通
安
全
教
室
な
ど

幅
広
い
世
代
を
対
象
と
し
て
自
転
車

の
安
全
利
用
の
啓
発
を
行
っ
て
い

く
。

④
交
通
不
便
地
域
で
の
バ
ス
交
通
導

入
の
検
討
を
地
域
や
交
通
事
業
者
と

進
め
て
い
く
（
地
域
公
共
交
通
検
討

会
（
仮
称
）
の
立
上
げ
）

①
か
ら
③
予
算
へ
の
反
映
な
し

④
交
通
不
便
地
域
で
バ
ス
交
通
を

検
討
す
る
組
織
を
立
上
げ
、
社
会

実
験
を
行
う
た
め
の
運
行
計
画
を

検
討
す
る
調
査
業
務
費

④
2
9
年
度
：
\
0
　
⇒
　
3
1
年
度
：
\
2
,
8
8
7
,
0
0
0

　
　
　
　
　
　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
0

1
0
3

3
9
鉄
道
立
体
化
の
促
進
事
業

（
竹
ノ
塚
駅
付
近
連
続
立

体
交
差
事
業
）

現
状
維
持

①
鉄
道
事
業
者
と
定
期
的
に
工
程
管

理
を
行
い
、
3
1
年
度
工
事
予
定
の
上

り
急
行
線
の
移
設
を
着
実
に
進
め

る
。

②
区
画
街
路
1
4
号
線
の
早
期
整
備
に

向
け
、
街
路
橋
り
ょ
う
課
と
協
力

し
、
関
係
地
権
者
の
理
解
を
得
る
た

め
交
渉
を
進
め
る
。

③
高
架
下
利
用
に
つ
い
て
は
、
住
民

ア
ン
ケ
ー
ト
で
頂
い
た
意
見
を
集
約

し
、
今
後
の
東
武
鉄
道
と
の
協
議
に

活
か
し
て
行
く
。

④
Ｐ
Ｒ
活
動
と
し
て
、
竹
ノ
塚
駅
地

下
に
移
設
し
た
情
報
コ
ー
ナ
ー
に
ま

ち
づ
く
り
の
情
報
を
掲
示
す
る
な

ど
、
内
容
を
一
層
充
実
さ
せ
る
。

①
④
竹
ノ
塚
駅
付
近
連
続
立
体
交

差
事
業
負
担
金

②
用
地
購
入
・
補
償

③
ま
ち
づ
く
り
検
討
・
調
査
委
託

2
9
年
度
：
\
2
,
0
1
6
,
5
3
8
,
0
0
0

 
⇒
3
1
年
度
：
\
6
,
7
8
3
,
1
5
0
,
0
0
0

【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
3
,
9
1
9
,
5
6
9
,
0
0
0

1
0
5
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

4
0
空
き
家
利
活
用
促
進
事
業

現
状
維
持

よ
り
多
く
の
人
へ
の
周
知

電
子
媒
体
や
紙
媒
体
を
使
い
分
け
、

幅
広
い
世
代
に
対
し
て
周
知
を
実

施
。

予
算
へ
の
反
映
は
無
し

1
0
7

4
1
緑
の
普
及
啓
発
事
業

現
状
維
持

①
サ
ポ
ー
タ
ー
通
信
を
区
民
向
け
の

情
報
誌
へ
と
変
更
す
る
。

②
区
内
事
業
者
と
連
携
し
、
広
く
情

報
を
発
信
し
て
い
く
。

①
②
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
な
し

1
0
9

4
2
公
園
等
の
整
備
事
業

（
パ
ー
ク
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
の
推
進
等
）

現
状
維
持

①
公
園
を
活
用
す
る
団
体
と
の
協
議

②
案
内
板
に
よ
る
意
見
募
集
や
ポ
ス

テ
ィ
ン
グ
に
よ
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

③
通
学
路
点
検
等
を
基
に
し
た
危
険

箇
所
の
解
消

①
～
③
予
算
へ
の
反
映
は
な
し

1
1
1

4
3
創
業
支
援
事
業
（
産
学
金

公
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
よ
る

起
業
・
創
業
支
援
）

縮
小

①
創
業
者
の
区
内
定
着
を
促
進
す
る

た
め
、
金
融
機
関
と
の
連
携
・
創
業

者
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
を
図
る
。

②
空
き
店
舗
の
活
用
は
、
地
元
商
店

街
の
若
手
経
営
者
等
と
勉
強
会
を
実

施
す
る
予
定
。

①
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

②
創
業
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
事
業

②
調
査
研
究
委
託
経
費
（
新
規
）

　
2
9
年
度
：
\
0
　
⇒
　
3
1
年
度
：
\
2
,
1
6
5
,
0
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
0

※
3
0
年
度
末
に
、
千
住
仲
町
創
業
支
援
館
廃
止
に
よ
り
縮
小

（
△
3
,
3
4
7
千
円
）

1
1
3
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

4
4
経
営
改
善
事
業
（
生
産
性

の
向
上
と
競
争
力
強
化
）

現
状
維
持

①
補
助
事
業
や
産
学
公
連
携
促
進
事

業
に
つ
い
て
は
、
企
業
や
関
係
団
体

が
集
ま
る
交
流
会
へ
直
接
出
向
き
、

周
知
を
行
う
。
ま
た
、
金
融
機
関
を

通
じ
て
、
幅
広
く
事
業
を
知
っ
て
も

ら
う
よ
う
、
啓
発
を
行
う
。

②
区
内
中
小
企
業
と
大
手
企
業
と
の

連
携
は
難
し
く
、
下
請
け
脱
却
が
必

要
と
考
え
、
具
体
化
し
た
製
品
開
発

の
た
め
、
ク
リ
エ
イ
タ
ー
と
の
連
携

を
図
っ
て
い
く
。

③
H
P
･
S
N
S
活
用
セ
ミ
ナ
ー
内
で
I
T
関

連
企
業
を
紹
介
し
た
。

①
～
③
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

1
1
5

4
5
販
路
拡
大
支
援
事
業
（
区

内
産
業
・
製
品
の
Ｐ
Ｒ
）

改
善
・

変
更

①
今
後
も
出
展
す
る
見
本
市
に
つ
い

て
は
、
効
果
を
見
極
め
て
そ
の
都
度

検
討
し
て
い
く
。

②
足
立
ﾌ
ﾞ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
や
産
業
展
示
会
も
含

め
て
、
も
の
づ
く
り
関
係
の
各
事
業

の
連
携
が
十
分
に
図
れ
る
よ
う
、
事

業
の
実
施
効
果
を
改
め
て
分
析
す

る
。

③
産
業
の
活
性
化
に
繋
が
り
、
対
外

的
に
も
評
価
を
得
ら
れ
る
よ
う
な
産

業
支
援
と
な
る
よ
う
見
直
し
な
が

ら
、
も
の
づ
く
り
面
で
の
ｼ
ﾃ
ｨ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ﾓ
ｰ

ｼ
ｮ
ﾝ
を
進
め
て
い
く
。

①
～
③
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

1
1
7
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

4
6

商
店
街
と
地
域
商
店
の
魅

力
向
上
事
業
（
訪
れ
た
く

な
る
店
づ
く
り
と
人
が
集

う
ま
ち
の
創
出
）

拡
充

地
域
の
人
々
の
居
場
所
と
な
る
商
店

街
の
に
ぎ
わ
い
の
創
出

若
手
経
営
者
の
勉
強
会

勉
強
会
講
師
謝
礼
（
新
規
）

2
9
年
度
：
\
0
 
⇒
 
3
1
年
度
：
\
1
6
8
,
0
0
0

【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
0

1
1
9

4
7
就
労
支
援
・
雇
用
安
定
化

事
業
（
区
内
企
業
の
人
材

確
保
支
援
等
）

改
善
・

変
更

産
業
技
術
・
経
営
研
修
会
助
成
事
業

に
つ
い
て
、
対
象
と
な
る
研
修
の
例

を
前
面
に
出
す
な
ど
、
よ
り
分
か
り

や
す
い
資
料
を
作
成
し
て
周
知
し
て

い
く
。

予
算
へ
の
反
映
は
無
し

1
2
1

4
8
N
P
O
・
区
民
活
動
支
援
事

業
現
状
維
持

①
若
年
層
の
受
講
生
を
増
や
す
た

め
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
や
ク

ラ
ウ
ド
フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ
な
ど
起
業

や
収
益
面
も
加
味
し
た
若
年
層
が
興

味
・
関
心
を
持
つ
講
座
も
企
画
し
て

い
く
。

②
事
業
型
Ｎ
Ｐ
Ｏ
団
体
の
設
立
お
よ

び
そ
の
活
動
の
継
続
化
を
図
る
た

め
、
助
成
金
制
度
の
更
な
る
見
直
し

や
相
談
体
制
の
強
化
を
行
う
な
ど
の

伴
走
型
支
援
を
実
施
し
て
い
く
。

①
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

②
助
成
事
業
数
の
増
加
に
伴
い
、

補
助
交
付
金
を
計
上

②
2
9
年
度
：
\
6
,
0
0
0
,
0
0
0
　
⇒
 
3
1
年
度
：
\
9
,
0
0
0
,
0
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
6
,
0
0
0
,
0
0
0

1
2
3
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

4
9
町
会
・
自
治
会
の
活
性
化

支
援

現
状
維
持

①
平
成
2
9
年
度
に
作
製
し
た
加
入
促

進
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
外
国
語
版
を
作

製
す
る
。
地
縁
団
体
へ
の
理
解
を
得

た
上
で
町
会
・
自
治
会
加
入
に
繋
げ

て
い
く
。

②
区
町
自
連
の
部
会
活
動
に
つ
い
て

は
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
形
式
等
を
取

り
入
れ
効
果
的
に
開
催
し
、
町
会
・

自
治
会
間
の
情
報
交
換
の
活
性
化
を

図
っ
て
い
く
。

①
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

都
の
「
地
域
の
底
力
発
展
事
業
」

補
助
金
を
活
用

②
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

1
2
5

5
0
協
創
推
進
体
制
の
構
築

現
状
維
持

①
「
協
働
・
協
創
推
進
の
手
引
き
」

を
ブ
ラ
ッ
シ
ュ
ア
ッ
プ
し
、
庁
内
は

も
と
よ
り
、
区
民
事
務
所
や
社
会
福

祉
協
議
会
な
ど
に
お
い
て
も
協
創
の

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
で
き
る
職

員
を
育
成
す
る
と
と
も
に
、
庁
内
を

つ
な
げ
る
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
役

目
を
果
た
し
て
い
く
。

②
3
0
年
度
中
に
作
成
予
定
の
協
創
を

発
信
す
る
動
画
を
公
開
し
、
広
く
区

民
に
そ
の
理
念
を
周
知
す
る
。
ま

た
、
Ｈ
Ｐ
や
Ｓ
Ｎ
Ｓ
を
活
用
し
、
随

時
協
創
の
情
報
を
発
信
し
て
い
く
。

①
②
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

1
2
7

Ⅴ　重点プロジェクト事業　反映結果一覧
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

5
1
大
学
連
携
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

ト
事
業

拡
充

①
区
民
・
六
大
学
・
区
役
所
を
つ
な

ぐ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
役
と
し
て
、
各

事
業
の
参
加
者
ア
ン
ケ
ー
ト
の
満
足

度
や
意
見
・
感
想
を
活
用
し
て
い

く
。

②
学
生
が
区
内
で
活
躍
し
、
ま
た
学

生
同
士
が
つ
な
が
り
、
区
に
愛
着
を

持
つ
よ
う
に
な
る
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー

ム
形
成
に
、
複
数
大
学
が
参
加
す
る

仕
組
み
を
整
備
し
な
が
ら
取
り
組
ん

で
い
く
。

③
人
員
体
制
が
強
化
さ
れ
る
の
に
伴

い
、
区
の
課
題
解
決
に
大
学
の
資
源

を
よ
り
積
極
的
に
活
用
す
る
事
業
を

展
開
し
て
い
く
。
3
1
年
度
に
は
、
子

育
て
を
支
援
す
る
内
容
の
保
護
者
向

け
講
演
会
を
各
大
学
1
回
、
六
大
学
で

計
6
回
実
施
す
る
。

①
②
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

③
講
演
会
実
施
経
費
を
予
算
に
計

上

③
2
9
年
度
：
\
0
　
⇒
　
3
1
年
度
：
\
1
,
2
0
0
,
0
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
0

1
2
9

5
2
接
客
力
の
向
上

現
状
維
持

①
研
修
時
期
の
見
直
し

②
管
理
職
が
率
先
垂
範
す
る
あ
い
さ

つ
運
動
の
継
続

③
自
由
な
発
想
、
創
意
工
夫
に
よ
る

自
主
的
な
接
客
の
取
組
み
の
推
進

①
～
③
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

1
3
1
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

5
3
人
材
育
成
事
務
（
職
員
研

修
事
業
、
職
員
の
能
力
を

活
か
す
人
事
）

現
状
維
持

①
職
層
別
の
役
割
に
対
応
す
る
能
力

の
向
上
に
つ
な
が
る
効
果
的
な
研
修

を
実
施
し
て
い
く
。

②
主
任
職
に
は
、
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の

基
礎
等
を
学
ぶ
研
修
を
実
施
し
、
係

長
昇
任
に
向
け
た
意
識
づ
け
を
し
て

い
く
。

③
１
～
３
年
目
研
修
の
受
講
生
の
直

属
係
長
に
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
し
、

研
修
成
果
の
把
握
に
努
め
る
。

④
各
職
場
の
課
題
や
ニ
ー
ズ
を
ヒ
ア

リ
ン
グ
等
に
よ
り
把
握
し
、
各
職
場

の
実
情
に
応
じ
た
職
場
研
修
支
援
を

実
施
し
て
い
く
。

①
～
④
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

1
3
3

5
4
情
報
発
信
強
化
事
業
（
各

種
広
報
媒
体
の
充
実
・
情

報
発
信
力
の
向
上
等
）

拡
充

①
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
全
面
リ
ニ
ュ
ー

ア
ル
に
際
し
て
「
必
要
な
と
き
に
必

要
と
す
る
区
の
情
報
」
が
得
ら
れ
る

ツ
ー
ル
と
な
る
こ
と
を
目
指
す
。

②
多
言
語
対
応
デ
ジ
タ
ル
ブ
ッ
ク

サ
ー
ビ
ス
を
導
入
す
る
こ
と
で
広
報

紙
等
の
多
言
語
化
を
推
進
し
、
区
民

満
足
度
を
さ
ら
に
高
め
て
い
く
。

③
全
庁
の
情
報
発
信
に
つ
い
て
の
進

捗
管
理
を
継
続
す
る
。

①
予
算
へ
の
反
映
は
無
し
（
電
算

経
費
に
つ
い
て
は
情
報
シ
ス
テ
ム

課
で
予
算
に
計
上
）

②
多
言
語
対
応
デ
ジ
タ
ル
ブ
ッ
ク

サ
ー
ビ
ス
利
用
料
を
予
算
に
計
上

③
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

②
2
9
年
度
：
\
0
 
⇒
 
3
1
年
度
：
\
6
8
0
,
4
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
0

1
3
5
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№
事
業
名

今
後

の
方
針

区
民
評
価
委
員
会
の
指
摘
を

事
業
に
反
映
し
た
事
項

調
書

掲
載
Ｐ

予
算
へ
の
反
映
(
2
0
1
9
（
平
成
3
1
）
年
度
予
算
案
)

5
5
区
民
意
識
調
査
事
業
（
世

論
調
査
・
区
政
モ
ニ
タ
ー

制
度
等
）

現
状
維
持

①
世
論
調
査
の
回
答
者
の
負
担
を
軽

減
す
る
た
め
、
毎
年
度
実
施
し
て
い

る
設
問
の
中
か
ら
、
調
査
結
果
に
変

動
が
見
ら
れ
な
い
設
問
を
選
択
し
、

数
年
に
一
度
の
調
査
に
変
更
し
た
。

②
区
政
モ
ニ
タ
ー
ア
ン
ケ
ー
ト
の
結

果
は
、
施
策
や
事
業
の
計
画
づ
く
り

や
、
庁
内
外
を
説
得
す
る
強
力
な

ツ
ー
ル
に
な
る
こ
と
を
今
後
も
周
知

し
、
積
極
的
な
活
用
を
図
っ
て
い

く
。

①
②
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

1
3
7

5
6
シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

事
業

拡
充

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン

ピ
ッ
ク
に
向
け
て
、
東
京
藝
術
大
学

や
東
京
都
な
ど
と
連
携
し
、
機
運
醸

成
お
よ
び
レ
ガ
シ
ー
づ
く
り
を
進
め

て
い
く
。

「
ア
ー
ト
ア
ク
セ
ス
あ
だ
ち
 
音
ま

ち
千
住
の
縁
」
事
業
に
か
か
る
増

額
経
費
を
予
算
に
計
上

2
9
年
度
：
\
1
8
,
0
0
0
,
0
0
0
　
⇒
 
3
1
年
度
：
\
4
3
,
0
0
0
,
0
0
0

　
【
参
考
】
3
0
年
度
：
\
2
8
,
0
0
0
,
0
0
0

1
3
9

5
7
４
公
金
収
納
金
の
収
納
率

向
上
対
策
（
税
・
保
険

料
）

現
状
維
持

国
税
Ｏ
Ｂ
や
長
期
在
籍
職
員
、
更
に

複
線
型
人
事
制
度
を
活
用
し
、
徴
収

ノ
ウ
ハ
ウ
の
確
立
を
目
指
す
。

予
算
へ
の
反
映
は
無
し

1
4
1
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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●庁内評価、区民評価を実施した事業・・・・・・・・・・・・・Ｐ1７１ 

●庁内評価のみ実施した事業・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ1９３ 

Ⅵ 一般事務事業 

事業別評価の反映結果 

平成３０年９月に報告された、区民評価委員会の一般事

務事業評価に対して、「評価の反映結果」をまとめました。

 反映結果報告書は、事業ごとに「平成３０年度事務事業

評価調書（平成２９年度事業実施分）」と見開きで表示し

ました。 

 評価は原則として予算上の事務事業単位で行います。 

但し、事業の一部のみを評価対象とする場合や、複数の

事業をまとめて評価する場合もあります。 

※事務事業評価調書の「投入資源」欄にある金額は決算数値ですが、人件費算出のための

平均給与（常勤、非常勤とも）のみ、調書の作成時期の関係で予算上の数値としています。 
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一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：東京電子自治体共同運営事務

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

B B-

B- -

- B-

その他
意　見

担当課：情報システム課

・電子申請及び電子調達にかかる業務について共同運営しており、当区も参加している。
・電子申請については、平成16年度から開始している制度ではあるが、当時のメニューは12件、
　現在のメニューは20件であり、14年間で8件程度しか増えていない。
・登録者数は年々減少している。

・共同運営にかかる委託料が高額なのに対し、電子申請のメニュー数、利用実績が少ない。
　区民の利便性向上のためにも、電子申請のメニュー拡充が必要ではないか。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性 補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

　東京都と特別区によるサーバーの共同運営であり、電子調達と電子申請の両方が行われ
ているとのことである。契約事務にかかる電子調達については、一定の活用が図られている
とのことだが、他方で電子申請については、多くの申請事務があるにもかかわらず、活用は
極めて限定的である。電子申請未実施の理由に、添付資料や押印を挙げているのが１０７件
あるが、電子申請を推し進めるのであれば、従来の窓口での申請様式や手続きの見直しを
検討する必要がある。平成29年度は28年度よりも各種検診の申し込み件数が伸びている
が、それにもかかわらず、電子申請登録者は減少しており、区民のニーズがあるとは到底言
い難い。パソコンやスマートフォンによる電子申請の仕組みがあることが区民に浸透しておら
ず、この電子申請の存在を知る区民はあまりいないように感じる。事業を続ける場合は区民
に対して一定の周知を行うことを考えていただきたい。過去、平成25年度の事務事業評価で
も、事業に対するＰＲ不足が指摘されているが、改善されているとは言えない状況であり、こ
れでは評価の意味がない。それと併せて、各事業部門に対し、システムに合わせた業務運営
を考えていただくなど、電子申請システムの利用について、庁内での業務のあり方について
の検討が必要である。そうでなければ、このシステムを利用した電子申請はやめた方がよ
い。
　毎年度の予算額は東京都の方針に依存しているところもあるが、利用するだけメリットがあ
ると考えるのか、あるいは他のシステムに移行するのか、判断していくことも検討すべきであ
る。過去の経緯もあり、都区でサーバーの共有を図っていることは理解できるが、ICTを取り
巻く環境はこの10年間で大きく変化している。さらに、国のマイナポータル（政府が運営するマ
イナンバーを活用したオンラインサービス）の動向も踏まえて考えるとき、このサーバーを維
持し、高額な費用を毎年度負担する必要があるのかどうかが気にかかる。自治体クラウドの
構築を通じた業務の効率化が求められる中で、サーバーを利用した旧来型のシステムが必
要か、区としてぜひ都や各区に働きかけを行うことも考えていただきたい。

部内評価、庁内評価、区民評
価を踏まえた
平成31年度予算、事業計画
の変更点

①　平成25年度の指摘を受けて、共同運営システムの利用拡大を図ったが、区ホー
　ムページの入力フォームやコールセンターを使った申込みが広がったこともあり、
　利用可能メニュー、利用実績とも伸びなかった。

②　平成31年2月から国のマイナポータルを使った子育てワンストップサービスに
　よる電子申請を開始するが、同サービスは利用にマイナンバーカードを必要とす
　ることや現在のところ申請可能メニューに限りがある一方で、共同運営システム
　による電子申請については、マイナンバーカードを所持していなくても簡単に利
　用できるなど、両サービスには一長一短があるため、当面は区民の利便性に配慮
　して両サービスを併用していく。

③　共同運営システムは、東京都が提供するインターネットを使用したクラウド型
　サービスを利用することにより、サービスの共同化や業務の効率化が図られてお
　り、経費についても、各区がそれぞれに独自システムを構築するよりも、スケール
　メリットによってシステム経費が抑制されていると考える。電子申請は経費全体の
　約2割で実施できており、高度なセキュリティを確保した電子申請サービスの実現
　方法として、依然として安全で安価な方法であり、当面は利用を継続していきたい
　と考える。
　　一方でマイナンバーを活用したオンラインサービスについて、今後利用可能事務
　が拡大される見込みであり、こうした動きを注視しつつ、共同運営協議会において、
　国や都に経費の精査やシステムのあり方について意見をあげていく。
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一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：被災者応急支援事務

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

B B

B+ -

B+ B

その他
意　見

担当課：地域調整課

・火災・風災害等で被災した世帯・負傷者に対し、見舞金を支給しているほか、火災等で居住が
　困難となった区民に一時宿泊施設を提供している。
・一時宿泊施設として旅館・ホテルと協定を締結しているが、年々、協定宿泊施設数は減少して
　いる。
・一時宿泊施設の提供に際しては、旅館・ホテルの案内だけでなく宿泊費を区で負担している。

・火災等で見舞金を受け取った方の8割以上は一時宿泊施設を利用しており、被災直後の区民
　にとって必要な支援と考える。
・ただし、費用負担の在り方については、一度検討してみてもよいのではないか。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性 補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

　火災等で自宅を焼け出されたりしたときに、費用負担を伴わない形で宿泊できる環境が数
日間確保できることの安心感は大きいものと思われる。火災が発生した際には、すみやかに
職員が現地に赴き、話を聴く体制がとられていることはすばらしい。また、町会・自治会による
会館や社務所の提供などの機会が少なくなっている状況下で、こうした支援は最低限必要な
ものと考えられる。ただし、現在、区内の火災が減少している中で、もともと町会・自治会が
担っていた取組みを行政が引き受ける形で始まったこの事業をどこまで続けるのかについて
は、あらためて検討することも必要だろう。
　宿泊先の確保については、１泊を基準（最長５泊）とし、かつ食費は自己負担という考え方
がとられており、公費負担の在り方としては妥当と考えられる。ただし、災害見舞金の額につ
いては、特別区の平均額よりも高いことから、この水準が妥当かどうかについては検討が必
要との意見もあった。
　被災者の宿泊施設を確保するため、毎年区内にある宿泊施設と協定を結び、被災者に提
供している点は一定の評価が出来る。民間事業者と情報共有や連携を図る仕組みを維持し
ておくことは、互いの状況や考え方を相互に理解するきっかけとなるものである。一方、この
事業について、区民向けに定例的な広報活動を行う必要性は低いが、町会・自治会や民生
委員等には、災害対応の在り方について考える機会を持つという意味でも、周知が必要と考
えられる。
　大規模災害の場合には、被災者すべてに見舞金を支給することは難しいことを考えると、災
害が多発する今日にあって、災害見舞金の支給対象とならないケースについて、要綱に明記
しておく必要があるだろう。

部内評価、庁内評価、区民評
価を踏まえた
平成31年度予算、事業計画
の変更点

・一時宿泊事業は、他に代用できる事業があるか、区全体の政策を考慮しながら、
　続けていく。

・見舞金の金額については、特別区の平均額からも妥当と考えている。今後も他区
　の状況を確認しながら、金額については見直しを行っていく。

・一時宿泊事業を町会・自治会等へ周知をしていく。どのように周知をするのかは、
　今後検討していく。利用方法については、職員が直接被災者と会い、現場を確認
　して、真に一時宿泊施設の利用が必要な状況かどうか確認をしながら行っていく。

・災害見舞金の支給対象とならない大規模災害について、要綱への明記は不要と考
　える。「足立区災害見舞金実施要綱」で掲げている災害とは、災害救助法が適用
　されない、小規模災害について示しているため。
　【足立区災害見舞金実施要綱第２条（１）】
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一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：子ども読書活動推進事業

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

B+ B+

B -

- B

その他
意　見

担当課：中央図書館

・あだちはじめてえほん事業やあだち読書通帳の実施、図書資料の地域団体への貸出、読み
　語り等を通して子どもの読書習慣の定着を図っている。
・はじめてえほん事業では、３～４ヶ月児には直接絵本を、１歳６ヶ月児には引換券を配付して
　いる。

・図書館利用率の向上のため、当該事業をはじめ様々な事業展開が図られることを期待する。
・ただし、事業実施から３年が経過したことから、効果の検証は行うべきである。例えば、小学校
　に上がった時点で読書習慣の定着につながっているのか、他の実態調査等を活用するなどし
　て検証されたい。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性 補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

　子ども読書活動推進計画のなかで、中央図書館が実施する事業として位置付けられてお
り、子どもの頃から本に親しみ、親子での読み聞かせの機会を持つきっかけをつくる事業とし
て、その意義は評価できる。
　あだちはじめてえほん事業は未就学児の児童へ絵本の贈与を行うものであるが、小さいこ
ろからの読書習慣の定着を図ることで区内の子どもの学力向上につながることを期待した
い。一人親世帯など絵本を購入する余裕がない家庭の児童に絵本にふれさせる良い機会に
なるだろう。各月齢の健診の際にこの事業の周知がなされているなど、効果的な周知が図ら
れていると感じる。また、配布する絵本の選択肢を増やすなどの工夫も図られてきている。
　評価指標が必ずしも事業の成果に結びつくものになっていないことが気にかかる。平成27
年度から始まった事業だが、未就学児の絵本にふれる機会を増やし、読書習慣の定着を図
るうえで有効かどうかについては、まだ数年しかたっていないため、判断にもう少し時間を要
すると思われる。年を経るごとに区内の児童たちにどのように寄与したかを検証する工夫を
考えてほしい。
　読み語りボランティアの入門講座などを行い、継続的にボランティアを育成し、保健センター
や図書館などで乳幼児を対象にしたイベントを行うなど、区民との協働が図られている点は
評価できる。ただし、読み語りなどの企画内容をみると、中央図書館とそれ以外の図書館との
間で、サービスに格差が生じていることが気にかかる。学校や保育所、幼稚園などとの連携
を含め、いずれの地域であっても、親子で本に触れる機会が確保されることを期待したい。
　大切なのは読書や読み聞かせを行う場に親子で参加する機会を設けることや、楽しみなが
ら本に触れる機会を持つことである。今後、こうした取組みにさらに力を入れていっていただ
きたい。
　予算については、各地域の図書館が指定管理者へ委託されていることを考えると、人件費
を減らす工夫とともに、地域図書館においても読みがたりボランティアの入門講座を積極的に
行なえるように事業費を配分するなどの工夫を図ってほしい。

部内評価、庁内評価、区民評
価を踏まえた
平成31年度予算、事業計画
の変更点

・平成30年度後半から、出張おはなし会やあだちはじめてえほん事業以外に新たに
　アウトリーチ事業を実施して、地域に出て絵本の読み語りを行っている。これにより
　普段図書館に来ない層の人たちに、読書の楽しさを知ってもらい積極的に図書館
　のPRをしていく。次年度以降も継続実施していく。
　（31年連携イベント事業消耗品500千円）

・あだちはじめてえほん事業については、導入当初に絵本を配付した児童が就学時
　期になるため、子ども家庭部の実態調査を活用して、読書習慣定着の効果の検証
　を行っていく。

・子どもの読書習慣の定着は中央図書館だけで行うものではなく、特に教育委員会
　等関連部署と連携して推進していく必要がある。具体的な推進策については、現
　在策定中の(仮)読書活動推進計画において議論している。

・中央図書館では他の指定管理の図書館について、年に2回事業モニタリングを実施
　している。必要な事業は仕様書に規定して、予算計上していく。
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一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：ものづくり支援事業（見本市出展助成）

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

B B

B- B

B B-

その他
意　見

補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

　この事業が始まってから、すでに20年以上が経過しているものの、助成を受けた後、どのよ
うな成果につながったのかを所管課が明確に把握しておらず、報告書と来場者数のみの報
告となっている。各種助成金を用意しているが、助成・支援を行った企業の育成や業績伸長
についての把握がなされず、区民生活の向上にどのように寄与しているのかについての説明
も曖昧である。この事業を行うことで区内企業の出荷額が増えたといった、区としてプラスに
なる効果が表れたことなどを測定し、示していただきたい。
　見本市への出展について、同じ事業者が複数回この助成制度を活用しており、助成に対す
る方針が見えづらい。国や都、または商工会議所やＪＥＴＲＯのような機関でも同様の見本市
助成があるかどうかについて、ヒヤリングの場で説明をいただくことができなかった。平成26
年度の評価により、出展助成回数に制限がないことへの指摘や事業の進め方について意見
が出されていたが、その後も数年にわたって改善が図られてこなかったことからも、十分な事
業手法の検討がなされていないと感じる。見本市への出店助成を行うのであれば、助成を通
じて新たなネットワークや顧客との繋がり、業界全体の動向の把握など、それぞれの事業者
がどのような成果を得ているのかを把握しておく必要があると思われる。
　周知についてであるが、実際にこの助成に応募する企業が、同じ事業者に限られているよ
うに見受けられることもあり、周知の手法を変える等検討を行って欲しい。良いハンドブックを
作成しているが、頒布や活用については、マッチングクリエイターなど他人任せに聞こえた。
企業の集まりやいろいろな機会に内容をアピールするなど、前向きにすすめていただきたい。
　本来海外の見本市は足立区の中小企業のものづくりの技術を海外に紹介できる良い機会
ととらえることが出来るので、行政の方で見本市の後追いをしっかり行いこの助成の実態が
どのようなものなのかを追求してほしい。足立区の中小企業の製品の海外への輸出実績は
区のイメージアップにつながると考えられる。
　予算についても、併せて見直しが必要である。足立区の助成金はハードルが低く借りやす
いとのメリットがあるというが、有効な助成金になっているかが課題である。企業のニーズや、
他の助成制度の状況を踏まえたうえで、企業が向上する手助けになる助成を工夫していって
いただきたい。

部内評価、庁内評価、区民評
価を踏まえた
平成31年度予算、事業計画
の変更点

●有効な助成金とするため、以下の見直しを行う。
　（１）実績報告書（直近）：以下の項目を追加する。
　　 「見本市出展目的」「出展に向けて貴社で力を入れた点」「参考になったﾌﾞｰｽ」「商談成
　　　立件数とその金額」「商談継続件数とその金額」「そのうち新しい取引件数とその金額」
　　 「具体的な出展成果」「来年度以降の出展意向」
　（２）実績報告書（半年後）：見本市出展の半年後にも成果を確認するアンケートを実施し、
      以下の内容を確認する。
　　　「商談成立件数とその金額、主な内容」「商談継続件数とその金額、主な内容」「そのう
      ちの新しい取引先とその金額」「メディアからの取材の有無」「出展に向けて貴社で力を
      入れた点」「来年度以降の出展意向」
　（３）周知
　　　・申請時に、区のPR活動への協力や実績報告書（直近と半年後）があることを伝えて、
        同意した企業のみ助成する。
　　　・助成を受けた企業に対しては、出荷額や海外への輸出実績等のﾃﾞｰﾀを提供していた
        だき、見本市助成の効果をPRしていく。
　　　・助成内容をわかりやすく説明したチラシを作成し広く周知する。
　　　・団体の総会等の集まる機会を使ったＰＲを行っていく。
●出展助成回数については、平成３０年度に国内見本市の助成回数を毎年度３回までと上
　限を設けた。国外見本市はこれまでどおり、毎年度１回までとなっている。
●上記（１）～（３）の内容については、精査の上、平成31年度から実施できるよう準備する。
●31年度当初予算7,500千円。前年度と同額予定だが、まずは実績報告書等を基に調査の
　上、企業同意のもとＰＲを行い、その効果等を分析し、有効な助成金となるよう努めていく。

担当課：産業振興課

・国内外見本市に出展する企業に対し、会場使用料等1/2助成。
・H29は、1件あたりの金額が多くなり、件数減少（87→72件）。
・H30から要綱を見直し、回数上限を設けた。
・実績報告は名称・期間・スペース、金額、来場者数、名刺交換・商談数等。
・H30からものづくり支援事業として事業を再編。
・H26区民評価はすべてB評価。評価意見（客観効果測定など）の反映が不十分。
・東京都中小企業振興公社でも見本市助成あり。

・商談に直接結びつくのは長い期間を要することもあるが、出展助成の有効性を判断するには、
　実績報告の追跡調査が重要と考える。
・その上で、各見本市に区内事業者の体制を考慮し、段階的な出展を進めて行って欲しい。
・ものづくり支援事業の目的に沿った全体的な見直しも検討していく必要がある。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性

Ⅵ　一般事務事業　事業別評価の反映結果
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一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：食育推進事業

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

A B+

B+ -

- B

その他
意　見

補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

　あだち食の健康応援店を増やし、食育啓発イベントを様々な取組みを通し区民の野菜摂取
量を促進する事業は区民の健康寿命を延ばすうえで必要な事業であり、幅広く認知されてい
る足立区の名物事業である。応援店や食育サポーター、区内のコンビニや企業との間で野菜
摂取量を増やすためのイベントや取組みが行われており、協働が図られている点は評価でき
る。あだち食の健康応援店を増やすことで店舗と協力して野菜の摂取量をあげ、店舗にとっ
ても売り上げが向上するなど、Win-Winの関係になっていることがうかがえた。幼稚園や保育
園、学校などでも多様な取組みを展開しておられるが、多世代交流の可能性に期待したい。
子どもへの教育としての食育に力点があり、波及効果も大きいと感じる。伝える活動より、伝
わる活動をさらに工夫すると良いように思う。
　「早うま！かんたんベジレシピ」は区内のホームページやクックパッドで簡単に閲覧すること
が出来、平成27年度からの閲覧数が67万件になっている。野菜摂取量が低いとされる若い
世代に一定の周知がされており、その広報宣伝戦略については大いに評価できる。ただし、
クックパッドの閲覧者は若い世代が多いことを考えると、それぞれの世代に対応した取組み
が考えられるとよい。また、行政として「野菜を食べる」ということについて、どこまで公費によ
り宣伝や普及啓発を行うことが妥当なのかということを考えると、マグカップや手提げ袋の配
布などには疑問を感じる。
　評価指標は区民の目線でみると疑問である。食育啓発イベント等の参加人数を食育事業に
賛同する区民であるとして指標にすることには無理がある。足立区を代表する事業なので、
区民意識調査に評価指標となる項目を盛り込むなど、評価手法をあみだしてほしい。事業の
進捗を評価するうえで、別途、アクションプランとしての進捗を把握し、庁内関係部署で共有さ
れている様子がうかがえたが、この点は高く評価できる。
　野菜を食べるというのは分かりやすいが、本来であれば、孤食ではなく、地域で食事をでき
るような環境を構築することや、子ども食堂などの取組みを支援するなど、食を通じて生産者
と消費者、さらには地域の多様な人々が繋がりうる場を構築しつつ、食環境を改善していくこ
とが大切である。普及啓発だけでなく、こうした関係性の構築のための仕組みも考えていって
いただきたい。
　区民の生活習慣病を減らし、健康寿命を延ばす上で野菜の摂取量を増やすことは必要で
あり、事業費の予算計上は十分妥当であるが、人件費がかかりすぎているようである。外部
に応援団を増やし、協力をあおぐなどの取組みを行っていくことを考えていくことも必要であ
る。

部内評価、庁内評価、区民評
価を踏まえた
平成31年度予算、事業計画
の変更点

・引き続き、糖尿病対策アクションプラン「おいしい給食・食育対策編」に基づき、子どもに重点
　を置き、健康に生き抜くための実践力として「あだち食のスタンダード」を中学校卒業時まで
　に身につけることで、食をめぐる課題の解決を目指していく。
・野菜摂取量を増やす取組みは、本来は全世代へのアプローチが必要ではあるが、まずは
　課題の多い若い世代に向けた取組みに重点を置き、啓発していく。また、マグカップ等の啓
　発物品を活用することは、区内協力店舗と普段野菜を食べない若い世代をつなぐツールと
　しては有効であると考えているが、事業の効果等を評価し、次年度のイベント内容に活か
　していく。
・活動指標については、幼稚園、保育園、学童保育室等を対象とした教室の実施回数に変更
　する等、糖尿病対策アクションプラン「おいしい給食・食育対策編」に基づいた指標に見直
　す。また、世論調査（区民意識調査）については、成果指標としての活用を検討していく。
・食環境改善に向けた関係性の構築については、「子ども食堂」や「住区de団らん」を所管す
　る部署等が参加する庁内会議「おいしい給食・食育推進部会」を通じて、連携を図る。
・人件費には、中央本町地域・保健総合支援課、４保健センターでの食育事業の分も含まれ
　ている。外部の応援団については、食育サポーター、健康づくり推進員、農業ボランティア
　の他、民間企業等との協働も進めており、今後も協働する団体をさらに増やしていく。

担当課：こころとからだの健康づくり課

　様々な体験を通して食育を啓発し、特に中学校卒業までの実践力「食のスタンダード」の定着
に重点をおいた事業を展開している。幼稚園、学童保育室、高校等への出張教室を積極的・計
画的に実施し、成果が出始めている。ただし、協働（創）の担い手として期待される食の健康応援
店の登録店舗数は内部増減があるが総数目標には達していない状況にある。今後は、若い世
代に加え、地域包括ケアシステムの観点から高齢者も含めた一層の食育の推進が必要である。

・一定程度の効果は上がっているが、普及啓発が実践につながっておらず停滞感が否めない。
　他の糖尿病対策事業との兼ね合いも含め、計画のターゲットを明確化し優先順位をつけて
　取り組んでほしい。
・レシピについては、新レシピの開発と既存レシピの普及のバランスを考え、より実践に結びつく
　支援手法として欲しい。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性

Ⅵ　一般事務事業　事業別評価の反映結果
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一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：環境計画推進事業（環境基金による助成）

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

B+ B-

B- B-

- B-

その他
意　見

補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

　足立区の高環境の実現のための事業としているが、大学との連携に向けた事業として始
まったという経緯もあり、近年その意義は薄れ、事業の必要性を見直す時期に来ている。平
成29年度は5件の応募があったが、審査のもと1件のみに助成が行われたに留まっている。
助成制度の対象の見直しを行い、基金を効果的に活用できるように努めて欲しい。区民が健
全で恵み豊かな環境で暮らすための高環境を目的とした活動を支援する環境基金助成はあ
る一定の必要性があるが、現時点ではこの補助金の対象となる応募者が少なく、ニーズに
マッチしていないと考えられる。
　上限1,000万円までの補助金というのは単年度の助成として、曖昧であり、ターゲットや目的
が分かりづらい。環境保全に関する区民参加の仕組みを構築するのであれば、目的別に金
額規模を変えるなど、いくつかのレベルを設定するなどの対応を考えるべきである。
　助成制度の使い勝手についても考える必要がある。審査会の決定を経て概ね7月から3月
までの期間で成果をとりまとめることは難しいのではないか。他の自治体では、前年度末に
審査だけを行っておき、予算が成立した後に交付を確定させるなどの対応を図っている例も
ある。環境事業については1年を通じて取り組む必要のあるものもあり、8－9カ月で何かを実
施するのは難しいこともある。事業手法として、募集から成果報告まで一年以内で対応するこ
とには無理があることから、経過報告を通じた複数年度の活動を実質的に支援する制度を導
入するなど、中期多年度にわたる活動を認めることも必要であろう。効果的な手法を考えてい
ただき、区民が応募しやすい事業に改革することを期待したい。
　事業の周知度については、大幅に見直してほしい。EANA（エコ活動ネットワーク足立）の
ネットワークでの発信や環境マイスターの活用など、様々な工夫が考えられる。通年で環境
基金助成の周知はホームページなどで行っているが、新年度の助成金の周知及び締め切り
までのスケジュールは1か月半と短く感じるので、もう少し余裕をもった日程で周知を考える必
要がある。また、その際に、「高環境」という言葉は分かりづらい点がある。足立区においてど
のような環境整備・保全を図りたいのかが区民に伝わり、協働・協創でどのような環境の実現
を図りたいのか。それが伝わるようなメッセージを発信していただきたい。
　環境問題は幅広いものであり、区民が応募し易い助成制度とし、ぜひ活動の裾野を広げる
支援を望みたい。

部内評価、庁内評価、区民評
価を踏まえた
平成31年度予算、事業計画
の変更点

１　助成制度の見直しを行い、基金を効果的に活用できるように
　2019年度から制度を見直し、新たな制度の創設や実施スケジュールの前倒しを
　実施
２　目的別に金額規模を変えるなどの対応
　新たな活動のきっかけづくりを支援する上限20万円で書類審査のみの「ファースト
　ステップ助成」を新設
３　前年度末に審査を行い、予算成立後に交付を確定させる例もある
　１月から募集、３月に審査会、予算成立後、４月に交付決定する形に前倒し。活動
　期間を約３か月延長
４　複数年度の活動を支援する制度の導入
　３月に審査会を開催するため、当該年度の活動実績の報告と翌年度の活動を審
　査することで切れ目のない活動が可能に
５　高環境という言葉は分かりづらい、
　募集要項を環境貢献活動という言葉に変更し、具体的なイメージ図を掲載
６　どのような環境の実現を図りたいのか伝わるようなメッセージの発信
　募集要項に具体的な活動の例を掲載
７　区民が応募しやすい助成制度
　募集要項で助成対象活動を明確化するとともに手続きや助成対象に関するＱ＆Ａ
　を掲載

担当課：環境政策課

　区民、非営利団体、事業者等が行う高環境の実現を目指す先導的な研究や活動に対して原則
半額（限度額10,000千円）を助成している。29年度は30,000千円の予算計上に対し、環境基金審
査会による厳正な審査の結果、1件634千円を助成した。

・環境基金助成の申請件数、採択件数は減少している。このまま申請件数が伸び悩むのであれ
　ば、対象事業の敷居を下げ、一般の区民が取り組みやすいようなものに改めてはどうか。そ
　れによって環境への意識も高まるのではないか。
・成果を区民に広く発信し、環境に対する意識啓発をして欲しい。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性

Ⅵ　一般事務事業　事業別評価の反映結果
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一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：交通安全の普及啓発事業（交通安全協会補助金）

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

B- B-

B- B-

- B-

その他
意　見

点検項目

区民評価意見

事業手法の妥当性

視点別
評　価

予算計上の妥当性

　交通安全の普及啓発の必要性は十分認められるが、ボランティアとされる協会への補助事
業としては、相当に難がある。長年の協会とのつながりから事業が継続されている面がある。
区内では他の事業・施策分野において、住民による多様な活動が行われているが、それらに
対する補助事業と比べると、交通安全協会に対する補助は規模も大きく感じる。
　区内にある4つの交通安全協会に対し、それぞれ100万円の補助金を交付しているが、その
内訳はお茶代や通信費などが含まれており、各交通安全協会が区民からなる任意のボラン
ティア団体として構成されているものの、本当に補助金を使用しなければいけないのかを再
度検討していただきたい。また、4つの交通安全協会は、それぞれ組織や人員の規模に違い
があるが、それに関わらず一律に100万円の補助金が交付されている。交通安全協会の規
模に応じて補助金の額を調整しても良いのではないかという意見もあった。平成28年度の収
支決算報告書を確認したが、各交通安全協会で一定の額の繰越金が発生しており、区から
の100万円もの助成がなくても交通安全協会は運営できるようである。中には、前年度繰越金
が補助金支給額を上回る協会もあり、こうした協会に対し、要綱の上限額を区民の租税負担
で支出することに対する考え方を整理する必要があるだろう。
　足立区として協働・協創に取り組むというとき、これまでの繋がりで継続的に支出してきた交
通安全協会に対する活動費の支給について、区民に分かりやすく説明できる基準を示すとと
もに、どのような取り扱いをしていくのかを考える時期に来ているだろう。

担当課：交通対策課

・区内４つの交通安全協会に対し、「交通安全運動を推進するための各種事業」を対象に補助金
　を支出している。
・補助金額は1協会あたり上限100万円であり、４協会とも毎年上限額の助成である。

・自転車安全運転免許証発行事業は保護者からも評価が高い。
・各交通安全協会には、区の施策にマッチした事業を優先的に実施するなど対象事業の絞込み
　を行って欲しい。
・各協会の実績報告書は、協会の全事業の実績を記載し、その中から対象事業の選定を行って
　欲しい。その上で、対象事業実績の2分の１を補助対象の上限とするなど、補助金執行の透
　明性についても考慮検討して欲しい。
・事業内容は協会に任せるだけでなく、交通事故の多い年齢層に対象を絞った啓発など、区と
　して要望してもよいのではないか。

部内評価、庁内評価、区民評
価を踏まえた
平成31年度予算、事業計画
の変更点

　交通安全の普及啓発活動については、区及び警察署だけで行えるものではなく、
交通安全協会を通じて、地域交通安全活動推進委員及び高齢者交通指導員や地域
住民の協力のもと官民一体となって区内全域で活動を行っている。これらの活動の
成果については、すぐに数字に表れるものではなく、継続して実施していくことが重要
であり、様々な施策が連動することで交通事故件数が減少していると考えることか
ら、補助金の適切な執行について以下の通り実施する。
・補助金額設定等について他２２区の状況を調査確認し、足立区にとって適切な設定
　方法を検討する。
・補助金の交付要綱について２０１９年度中に見直しを行い、２０２１年度の予算に反
　映させる。
・補助金の交付要綱見直しにあわせ、清算方法についても同様に見直しを行う。
・繰越金については、年度初め（４月）に春の交通安全運動があり、その支出を見込
　んでいることから発生している。今後補助金支出の時期等も工夫し適切な執行とな
　るよう指導する。

事業の必要性

点検項目

受益者負担の適切さ

事業の周知度

補助金等の有効性

Ⅵ　一般事務事業　事業別評価の反映結果
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一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：育英資金事業

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

B B

B -

- B

その他
意　見

補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

　足立区の育英資金事業は区内の若者を支援する重要な事業であり、自治体として特徴を打ち出
した事業推進が期待される。子どもの貧困問題を改善し負の連鎖を断ち切るために、助成型の奨
学金の必要性は十分にあり、制度の有効性が認められる。平成29年度までは、他の奨学金制度と
の併用は不可であり、貸与型のものに限定されていたとのことで、今回はその制度について評価を
しているが、すでに見直しを図り、平成30年度からは他の奨学金との併用も可能となり、償還免除
型奨学金制度を導入するなど、学生にとって応募・利用しやすくなった点は一定の評価をしたい。
　評価指標は過去の実績をベースに目標値を設定することの妥当性が問われるところであるが、そ
の見直しにも着手しているとのことであった。給付型奨学金制度の導入を通じて、将来の足立区人
材育成に資する事業を推進していただきたい。
　奨学金制度の周知については、支援を必要とする人のところに情報が行きわたるよう、学校や関
係機関との連携を図る取組みを行っているとのことであり、その点は評価できる。ただし、区内に住
み区内で学ぶ中学生に周知はできているものの、区外の中学や高校に通う中高生に向けての周知
が徹底されていない。今後、こうした生徒と保護者に対する周知方法についても工夫をしていってほ
しい。また、国や東京都なども同様の制度を設けていることから、他の制度の動向をにらみながら、
区が実施することの妥当性についての検討を含め、足立区ならではの若者支援制度について工夫
してほしい。
　奨学金制度については、学力向上を促すためにも、成績要件で貸与額を段階的に設定するなど
の工夫も検討されるべきである、とする意見もあった。
　滞納者への督促については、力を入れているとのことであり、評価できる。過年度分については、
債権放棄ではなく、出来る限り回収をはかり収納率を高めるよう、一層の工夫をしていただくととも
に、効果的な手法について引き続き検討してほしい。

部内評価、庁内評価、区民評
価を踏まえた
平成31年度予算、事業計画
の変更点

・既存制度の大学高校の募集配分については、制度の存続を含め、新制度の実績や
　30年度の応募状況を勘案しながら31年度の前半までに決める予定である。
・新制度の大学等入学準備金支援助成制度については、所得要件や周知方法等の
　一部見直しを行った。さらなる見直しが必要かどうかは今後の応募状況を勘案しな
　がら検討する。
・助成制度の利用者の声については利用者アンケートを実施し、ホームページやＳＮＳ
　で発信し、利用者増に繋げていきたい。
・区外の学校の生徒や保護者に対しては、現在都立高校４０校へ案内チラシと申請書
　セットを送付し、周知している。
・足立区ならではの若者支援として、高等学校授業料の実質無償化や既存の貸付型
　育英制度の応募状況が低迷していることも踏まえ、国や東京都の制度を補完する大
　学等入学準備金支援助成制度、奨学金返済支援助成制度などの助成型育英制度を
　新たに発足させた。
・経済的な理由による修学困難者の支援を優先しているので、成績によって貸与額を
　段階的に設定することは考えていない。
・滞納者対策の催告は、６か月以上の未納者を対象としていたものを30年度から
　３か月以上とすることで、収納率の向上を図っている。さらに、弁護士に債権回収の
　委任を行い、効果があったため、31年度以降も引き続き継続する予定である。

担当課：学務課

・経済的理由により修学が困難な者に対して学資金の貸付をこれまで行ってきたが、30年度より
　新たな助成制度を開始することとなった。
・募集定員に満たない状況が続いている。
・貸付償還金の収納率は年々上昇してきているが、回収困難な案件も生じている。

・既存制度は31年度までの制度ではあるが、大学高校の募集配分について、需要数に合わせて
　柔軟に見直しを行い、ニーズに応えて欲しい。
・新制度については、要件と現実のミスマッチが見受けられる。周知方法の見直しも含めて制度
　のあり方を再考して欲しい。
・また、助成制度を利用した区民の声を積極的に発信したらどうか。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性
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一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：子育て支援推進事業 

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

B+ B

B -

- B

その他
意　見

補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

　国が進める子ども・子育て支援制度のもとで、足立区でも事業計画の策定が行われており、足立区としての子
ども・子育て支援を推進していこうという姿勢は評価できる。ただし、こども支援部会の開催は年に3回程度であ
り、限定的である。区民との協働・協創により、子ども・子育て支援の在り方を検討し、施策や事業について共に
考える機会を積極的に設けていただきたい。
　足立子育てガイドブックは、産前産後などで必要とされる情報や、区内の病院の連絡先等をはじめ、子ども・子
育てに関連して区民が必要とする情報が一冊にまとまっており、大いに必要な事業である。毎年編集の過程で
加筆され、その年度の最新の情報を更新しながら工夫を重ねている点は評価できる。予算計上も十分妥当であ
ると感じる。とはいえ、素晴らしい子育てガイドブックを作成しているにもかかわらず、区民への周知が十分であ
るとはいえない。地域で子どもを育てるという考え方に立てば、子どもを取り巻く多世代にガイドブックの存在が
知られるような工夫とともに、ガイドブックをきっかけに、区内で子ども・子育てに関する情報プラットフォームとし
ての役割を担うことを期待したい。
　子育て支援パスポート事業については、費用と手間がかかる割には、効果は上がっていないようである。商店
街ぐるみで地域の子どもを育てる機運を醸成することが期待される事業であるが、実際には、区が一括で受付・
登録を行っており、また地域住民にも、この事業の意義が必ずしも浸透していないようである。確かにパスポート
の協賛店数は毎年伸びているものの、区の方で区民がどれくらい利用しているかの実態がつかめておらず、あ
まり浸透しているようには見受けられない。また、区民や協賛店の生の声や統計的な費用対効果の把握もでき
ていない。この事業を足立区として続けるのであれば、子育て世代の買い物マップ（例えばベビーカーで入れる
お店や、授乳できる場所などが入った地図）を作成するなど、商店街を含めた地域全体で子育て世代を受け入
れる機運を構築していくことこそが必要である。東京都の事業と一本化するかどうかについては、都の事業の展
開を見守る必要があるが、この事業の意義を見直すとともに、対応を考える必要がある。今のままであれば、高
額な費用が掛かっていることを考えても、一本化してしまったほうが良い。今後も区の事業を続けるのであれば、
改めて、区民のニーズ、協賛店のニーズを把握したうえで、区として実施することの積極的な意義について検討
していただきたい。
　保育所の待機児童対策などに追われており、事業推進のリソース不足とのことであったが、協創の意識を持っ
て区民を巻き込んだ展開を考えていただきたい。

部内評価、庁内評価、区民
評価を踏まえた
平成31年度予算、事業計画
の変更点

【子ども支援専門部会】
・現在、子ども支援専門部会では、できるだけ多くのご意見をいただくため、委員のほかに特別部会
　員を設けている。
・平成31年度は「子ども・子育て支援事業計画」の策定のため、会議の開催回数を年５～６回に増
　やすとともに、パブリックコメントを実施し、多くの方に子育て施策を考えていただくよう努めていく。
　また、それに先立ち、平成31年度中に子育て中の約１０，０００世帯に対しニーズ調査を行う。
・なお、子育ての分野は非常に広いため、利用者アンケートをはじめ、様々な機会を作り各事業の改
　善を図っていく。
【子育てガイドブック】
・子育てガイドブックについては、母子健康手帳交付時や区内への転入時に配付しているほか、庁内
　各関係所管課の窓口や子育てに関連する諸機関へ配布している。また、より多くの世代が手に取り
　やすいよう、住区センターや地域包括支援センターにも配布しているほか、各民生・児童委員など
　にも配付している。
・30年8月に実施した子育てサロン、児童館や本庁舎などでの来場者インタビュー集計結果では、
　当該ガイドブックの認知度は１００％だったが、さらに多くの世代・区民に存在を知ってもらい使っ
　てもらえるよう、平成31年版の配布（31年4月）に向け窓口等での配布方法やPR方法などを工夫
　していく。
・また、区ホームページにも掲載し、閲覧・印刷ともに可能であり、電子書籍としても公開している。
　今後もあんしん子育てナビなどとの連動等、既存のツールを有効活用していくとともに、その他の
　情報発信についても利用者のニーズや傾向を見極めながらより一層の充実を図っていく。
・なお、協創プラットフォームについては、30年度「子どもの未来」「健康寿命の延伸」「空き家利活用」
　の３つをモデル事業として位置づけ検討中であり、その推移を注視していく。
【子育てパスポート】
・来訪者にインタビュー形式で調査を実施した結果、子育てパスポートについて７５％が知っているも
　のの、利用店舗は限定的で、利用回数も少ない状況であった。
・また、東京都と足立区の両方の協賛店、浴場組合代表、商店街振興組合連合会の執行部からは
　「『子育て応援とうきょうパスポート』への移行で利用者の利便性があがる、店舗等が子育てしやす
　い社会づくりに貢献していることをPRできる」といった意見をいただいた。都事業へ移行するメリッ
　トが大きいと考えられるため、移行意思のある協賛店は、子ども政策課が一括申請を行うとともに、
　区民の方へは2019年度中に移行周知を行い、2020年4月1日に都事業への完全移行を目指し
　たい。

担当課：子ども政策課

・子育て支援関連事業として、子ども支援専門部会の運営、子育てガイドブックの作成、子育てパスポートの
　作成を行っている。
・子育てパスポート事業がどのくらい区民に活用されているかが見えない状況である。都制度への一本化を
　進めるべきではないか。

・子育てパスポート事業がどれだけ活用されているか把握ができていない。費用対効果が見えない事業なので
　抜本的に見直しをして欲しい。
・東京都の「子育て応援とうきょうパスポート」はアプリ化がされており、協賛店も充実している。区内協賛店の消
　費喚起というメリットはあるものの、事務量や経費削減の面からも一本化に向けた検討を進めてみてはどうか。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性
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一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：足立区職員互助会費用助成事務

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

担当課：人事課

・職員互助会に対し運営費の助成を行っている。
・会費の1／2相当分を助成している。
・会費収入と区助成金との割合は、
　平成21年度　　　1：1
　平成22,23年度　 1：0.8
　平成24,25年度　 1：0.7
　平成26～29年度　1：0.5

・平成30年度よりアウトソーシングを開始した。今後は、職員の要望を集約しながら
　福利厚生レベルを下げない範囲でのアウトソーシングの拡大検討を進めて行って欲
　しい。所管課もアウトソーシングとの兼ね合いも含め、補助金額の縮減を検討して
　いるので、鋭意検討を実践に結び付けて行って欲しい。
・使用者責任として適切な助成金負担割合をどう考えるか、他区の状況を見ながら検
　討してみてはどうか。

部内評価、庁内評価
を踏まえた
平成31年度予算、
事業計画の変更点

①委託業者に対しては、毎年、評価委員会を開催し、検討資料のために庁内アン
　ケートを取るなどして、職員の要望を集約しながら改善の方法を模索している。
　今後も会費を下げ、補助金額の縮減が可能か、職員の要望を聞きながら丁寧に
　対応するとともに、福利厚生のアウトソーシング事業の拡大充実を図っていき
　たいと考えている。

②助成金の負担割合については、現在では適正と考えるが、他区の動向をみなが
　ら不断の見直しを行っていく。現時点では会費収入に対する公費負担割合は
　２３区中でも4番目に低い。

③平成31年度予算は互助会会費を引き下げたことにより、当初予算26,000千円、
　前年度比4,000千円削減となる。

④2020年度に導入される、会計年度任用職員については足立区職員互助会への
　加入条件、会費を2019年度（平成31年度）中に決定する。

Ⅵ　一般事務事業　事業別評価の反映結果

193



Ⅵ　一般事務事業　事業別評価の反映結果

194



195



Ⅵ　一般事務事業　事業別評価の反映結果

196



197



Ⅵ　一般事務事業　事業別評価の反映結果

198



一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：国民健康保険給付事務

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

担当課：国民健康保険課

・国民健康保険被保険者に対し、療養の給付、出産育児一時金、葬祭費、高額療養
　費の支給を行う。
・被保険者の数は減少傾向にあるが加入者の高齢化や医療の高度化により一人あた
　りの療養給付費は増加している。

・29年度はレセプト内容審査による節減額が目標値を大きく下回っており、区の損失
　ともとれる状況である。委託仕様書の中に適切な目標節減額を盛り込み、毎年度評
　価すべきではないか。
・当該事務の必要性を区民に分かり易く説明する必要がある。
・具体的には、国保制度の安定的な運営が主目的だとすれば、歳出面では、レセプト
　点検やジェネリック医薬品の普及が効果的である旨、周知が図られるべきと考える。

部内評価、庁内評価
を踏まえた
平成31年度予算、
事業計画の変更点

●委託仕様書への目標節減額の盛り込みと評価について
  レセプト内容審査とは、レセプト点検と過誤点検の二つに分けられる。

【レセプト点検】
　　レセプト点検については、30年度より実績の高い国民健康保険団体連合会に委託
　先を変更した。
　　目標節減額については国保連の規定した各自治体共通の仕様書による契約とな
　るため、盛り込むことは出来ない。
　　一方、30年度における各月の節減額はいずれも昨年度の23区平均を上回ってお
　り、高い効果が挙がっていると言える。
　　今後とも、毎月の実績を注視していく。

【過誤点検】
　　過誤点検は、医療機関等の請求における所得区分誤りが多くを占める。
　　29年度は、限度額証の更新に対し全件勧奨を行う等、区の事務改善により医療
　機関等の誤った請求を減少させることが出来た。
　　そのため今後、過誤点検実績も逓減することが見込まれる。

●レセプト点検及びジェネリック医薬品普及が効果的であることの周知について
　　医療費適正化において、レセプト内容審査の強化やジェネリック医薬品の普及は
　重要であると考えている。
　　レセプト内容審査については、区及び医療機関、国保連間における内部的な事務
　であり、他区等の情報収集に努めるなど、事務の効率化を推進していく。
　　ジェネリック医薬品の普及については、現在、実施している国保だよりやホームぺ
　－ジ、ジェネリック差額通知等の啓発に加え、ツイッターやフェイスブックを活用す
　るなど更に積極的にPRしていく。
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一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：福祉資金償還事務

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

担当課：福祉管理課

　29年度より滞納債権について、弁護士委託による連絡書送付、訴訟の提起といった
手法をとることにより回収が進んだ。

・償還額が高額かつ悪質性が認められる等の対象案件に今後も効果的に弁護士を
　活用していって欲しい。
・また、残された案件数や費用面も考慮し、弁護士や徴収嘱託員の活用については
　時期を限定し対応して欲しい。
・弁護士委託に費用対効果が認められるのであれば、債権回収が進まない所管に
　そのノウハウを発信して欲しい。

部内評価、庁内評価
を踏まえた
平成31年度予算、
事業計画の変更点

・対象債権については、「福祉管理課所管債権の回収及び放棄に関する事務処理
　マニュアル」に従って、①区からの催告に全く連絡がない、または分納誓約不
　履行の案件に対しては「弁護士による催告」、②それにも反応がない案件のう
　ち滞納額30万円を超えるものに対しては「弁護士から内容証明郵便送付、交渉、
　訴えの提起」を行い、効果的に弁護士を活用していく。

・消滅時効が完成している債権の処理については、平成29・30年度で概ね終了す
　る。残された案件の処理は「福祉管理課所管債権の回収及び放棄に関する事務
　処理マニュアル」に沿って進めるが、償還額が高額かつ悪質性が認められる等
　で優先順位をつけ、費用面を考慮し、弁護士を活用していく。
　弁護士委託料（平成31年度予算2,156千円、前年度比990千円削減）

・徴収嘱託員定数の見直しについては、福祉資金貸付金のほか、保育料（子ども
　施設入園課）、児童手当等返還金（親子支援課）等を含めた債権の件数・金額
　及び現在の徴収嘱託員の雇用満了期間も考慮のうえ検討していく。
　（2020年度職員定数要求時までに検討する。）

・弁護士委託による債権回収の効果は、収納率向上対策員会において発信し、活
　用を希望する所管には個別にノウハウを伝えている。
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一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：若年者の健康づくり事業

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

担当課：データヘルス推進課

　健診機会の少ない18歳から39歳を対象に申込制で無料にて健診を実施し、40歳か
らの特定健診受診と健康意識の向上につなげている。受診後フォローを含めた効果
向上を図り、各保健センター等で実施している一方で1回あたりの受診者数にも上限
枠がある。

・若年層が早くから生活習慣に関する知識を習得することは、健康の維持、病気の
　早期発見治療と将来的な医療費の縮減に効果が期待されることから、積極的に
　受診体制を見直し目標値の達成を目指して欲しい。
・健診の案内チラシは、受診したくなる様にインパクト、見易さについて修正を検討
　して欲しい。
・若年層からの健康づくりは大切と考える。ただ、受け皿が少ないような気がする。
　多様な健康づくりのメニューを生み出してほしい。

部内評価、庁内評価
を踏まえた
平成31年度予算、
事業計画の変更点

　若年者健診は、健診の機会が少ない１８歳から３９歳までの区民を対象に健診を実
施し、生活習慣病の早期発見・早期治療を行うことで、健康寿命の延伸や医療費の適
正化につなげる事業である。

①平成31年度は、定員増（1,560人→2,000人）や土曜の実施回数増（9回→12回）
　など、柔軟な健診体制を実現するとともに、要指導者への保健指導を充実させて
　いくため、健診業務について、職場健診などの実績のある事業者に委託すること
　を予定している。

②３５歳の対象者には受診勧奨通知の発送を予定している。通知については、健診
　結果データ等を活用し、説得力のある内容にしていく。

③健診に足を運べない方の健康意識を高める目的で実施している簡易血液検査につ
　いては、対象を１８歳から３９歳までの区民に拡大することで、多くの区民に自身の
　健康状態を確認できる機会を提供する。
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一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：明るい選挙推進のための常時啓発事務

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

担当課：選挙管理委員会事務局

・選挙啓発ポスターコンクールや高校での出前授業など若年層に焦点をあてた活動を
　行ったが、全体の投票率は向上しなかった。
・2019年に予定される足立区議会議員・足立区長選挙、参議院議員選挙に向け、
　高校による模擬選挙・出前授業の拡大・定着化や、動画によるPRなど若者に寄り
　添った啓発を模索し実施する。

・若年層への選挙啓発は、投票率向上に繋がるものであり、効果的な啓発を実施して
　いただきたい。
・また、現在行っている模擬選挙のように、選挙が自分の住む街にどのような変化を
　もたらすのか、具体的にイメージできる啓発を進めてほしい。
・なお、啓発物品の購入にあたっては、啓発活動に効果的なものを選定していただき
　たい。

部内評価、庁内評価
を踏まえた
平成31年度予算、
事業計画の変更点

・平成29年度に開始した、新有権者のDM発送等の若年層啓発を継続するとともに、
　動画媒体によるPR等、若年層に寄り添った啓発を行っていく。

・平成30年度に作成した、模擬選挙等の紹介DVDを用い、区内１１の高校に実施を
　促したところ、模擬選挙・出前授業の実施予定校数が前年の５校から８校となっ
　た。平成31年度も継続し高校に実施を促していく。

・模擬選挙のテーマについて、実際の選挙をイメージすることができ、生徒の興味
　を惹くような題材を実施校と都度検討していく。

・年に１回程度行っている若者の投票率向上に向けた意見交換会や、模擬選挙・
　出前授業の後に行うアンケートで意見を伺い、効果的な啓発物品の選定を行う。
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